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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】種子処理において、除草性組成物中の除草性化合物が、作物自体、特に水稲に対
して薬害を与えることなく速やかに種子の系外に溶出され、かつ発生する雑草、特に水田
における雑草を実用的に防除可能となるような除草性化合物濃度を確保できる、種子製剤
の作製方法の提供。
【解決手段】鉄コーティングによる種子製剤の作製方法であって、１）種子に鉄粉を処理
する工程、２）種子に除草性組成物を処理する工程および３）処理鉄粉の酸化反応を停止
させる工程を含み、３）の工程の前に、１）および２）の工程を実施することを特徴とす
る、鉄コーティング種子製剤の作製方法。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
１）種子に鉄粉を処理する工程、
２）種子に除草性組成物を処理する工程および
３）処理鉄粉の酸化反応を停止させる工程を含み、
３）の工程の前に、１）および２）の工程を実施することを特徴とする、鉄コーティング
種子製剤の作製方法。
【請求項２】
　２）種子に除草性組成物を処理する工程を実施した後に、１）当該種子に鉄粉を処理す
る工程を実施する、請求項１に記載の作製方法。
【請求項３】
　１）種子に鉄粉を処理する工程を実施した後、その鉄粉の酸化反応が停止する前に、２
）当該種子に除草性組成物を処理する工程を実施する、請求項１に記載の作製方法。
【請求項４】
　１）種子に鉄粉を処理する工程および２）種子に除草性組成物を処理する工程を同時に
実施する、請求項１に記載の作製方法。
【請求項５】
　除草性組成物が、（Ａ１）白化型除草性化合物又はその塩および（Ａ２）アセトラクテ
ート合成酵素阻害型除草性化合物又はその塩からなる群より選択される少なくとも１種の
除草性化合物を有効成分として含む、請求項１乃至４のいずれか１項に記載の作製方法。
【請求項６】
　（Ａ１）白化型除草性化合物が、ピラゾール系除草性化合物又はその塩、トリケトン系
除草性化合物又はその塩および６－クロロ－３－（２－シクロプロピル－６－メチルフェ
ノキシ）ピリダジン－４－イル　モルホリン－４－カルボキシレート又はその塩からなる
群より選択される少なくとも１種である、請求項５に記載の作製方法。
【請求項７】
　（Ａ２）アセトラクテート合成酵素阻害型除草性化合物が、スルホニルウレア系除草性
化合物又はその塩およびピリミジニルサリチル酸系除草性化合物又はその塩からなる群よ
り選択される少なくとも１種である、請求項５に記載の作製方法。
【請求項８】
　（Ａ１）白化型除草性化合物が、ピラゾレート、および６－クロロ－３－（２－シクロ
プロピル－６－メチルフェノキシ）ピリダジン－４－イル　モルホリン－４－カルボキシ
レートからなる群より選択される少なくとも１種である、請求項５又は６に記載の作製方
法。
【請求項９】
　（Ａ１）白化型除草性化合物が、ピラゾレートである、請求項５、６又は８に記載の作
製方法。
【請求項１０】
　（Ａ２）アセトラクテート合成酵素阻害型除草性化合物が、スルホニルウレア系除草性
化合物である、請求項５又は７に記載の作製方法。
【請求項１１】
　種子に除草性組成物を処理する工程において、種子に除草性組成物を処理することに加
えて、当該種子に殺虫性組成物、殺菌性組成物および植物生長剤からなる群より選択され
る少なくとも１種を処理する、請求項１乃至１０のいずれか一項に記載の作製方法。
【請求項１２】
　種子が水稲種子である、請求項１乃至１１のいずれか一項に記載の作製方法。
【請求項１３】
　請求項１乃至１２のいずれか一項に記載の作製方法で得られる鉄コーティング種子製剤
。
【請求項１４】
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　種子が水稲種子である請求項１３に記載の鉄コーティング種子製剤。
【請求項１５】
　請求項１３の鉄コーティング種子製剤を土壌表面に播種することを特徴とする雑草防除
方法。
【請求項１６】
　請求項１４の鉄コーティング種子製剤を水田土壌表面に播種することを特徴とする雑草
防除方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、鉄コーティングによる種子への除草性組成物の処理方法および前記方法によ
る除草性組成物が処理された鉄コーティングによる種子製剤並びに前記種子製剤を土壌表
面に播種することを特徴とする雑草防除方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　水稲の栽培方法としては、育苗された苗を移植する移植水稲栽培および種子を直接播種
する直播水稲栽培が広く知られている。
【０００３】
　直播水稲栽培としては、湛水直播水稲栽培や乾田直播水稲栽培が知られている。また、
種子に鉄粉、過酸化カルシウム又はモリブデン化合物をコーティングする方法も一般的に
知られている。特に鉄粉を被覆した鉄コーティング種子は、鳥害や浮き苗のリスクを低減
できる上、表面播種が可能である点から、近年急速に普及が進んでいる（非特許文献１）
。
【０００４】
　鉄コーティング種子の直播栽培における大きな問題のひとつは雑草防除である。直播水
稲栽培は移植水稲栽培に比較して栽培期間が長いため、雑草をより長期間にわたって防除
する必要がある。そのため、除草剤の散布回数が多くなり労力がかかるため、雑草防除の
省力化が望まれている。
【０００５】
　農薬散布を省力化する有効な方法のひとつとして、種子処理が挙げられ、殺菌剤が処理
された種子、殺虫剤が処理された種子および植物生長剤が処理された種子が、広く知られ
ている（特許文献１～３）。特許文献４は、鉄粉被覆稲種子のコーティング強度を上げる
ことを解決課題とし、水稲種子に、鉄粉に加えて、硫酸塩や塩化物を添加し、金属鉄粉の
酸化を促進することにより、水稲種子のコーティング強度を向上させる方法を開示する。
また、水稲鉄コーティング種子に殺虫剤や殺菌剤を処理する技術も知られており、特許文
献５には、イネ種子を鉄粉で表面処理すると共に病害抵抗性誘導剤で表面処理又は浸漬処
理する方法が開示されている。また、特許文献６には、鉄粉などの被覆材と殺菌剤や殺虫
剤とをイネ種子に処理する方法が記載されている。
【０００６】
　一般的に除草性有効成分を田面水中に速やかに溶出するためには、適切な濡れ剤、分散
剤を選抜するなど高い製剤技術が要求される（特許文献７）。
【０００７】
　なお、除草剤が処理された植物種子による雑草防除方法は、代表例として、例えば除草
剤を含有し、そして所望により界面活性剤および／又は無機質助剤も含有する接着性樹脂
層により被覆された除草剤被覆稲籾種子の使用（特許文献８）が挙げられる。この種子は
、接着性樹脂層を有し、除草剤〔除草剤有効成分（除草成分）又は除草剤製剤〕、界面活
性剤および無機質助剤を含有する接着性樹脂水性液を稲籾種子表面に被覆後、強制乾燥又
は風乾して膜化することにより製造されている。当該接着樹脂層は、非水溶性又は水溶性
接着性樹脂の１成分又は２成分以上、又は水溶性接着性樹脂の１成分又は２成分以上と水
不溶性樹脂の１成分又は２成分以上の接着成分を含むため、非水溶性接着性樹脂と水溶性



(4) JP 2020-121992 A 2020.8.13

10

20

30

40

50

接着性樹脂の混合比を調節することにより、除草成分の溶出速度を調節でき、除草成分の
溶出の時間管理が可能になるとその効果が謳われている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特開２００９－２４９３５８号公報
【特許文献２】ＷＯ０１／１３７２２号公報
【特許文献３】特表２０１１－５１０９５７号公報
【特許文献４】特開２００５－１９２４５８号公報
【特許文献５】特開２０１４－０７００３３号公報
【特許文献６】特開２０１５－１３９３９０号公報
【特許文献７】特許第３７８１４８７号
【特許文献８】特開平８－２７５６２０号公報
【非特許文献】
【０００９】
【非特許文献１】鉄コーティング湛水直播マニュアル２０１０（独立行政法人　農業・食
品産業技術総合研究機構）
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　しかしながら、特許文献５に記載されるような病害抵抗性誘導剤は、病原菌に対する植
物自身の抵抗性を誘導して病害を抑制する作用のある薬剤のことであり（特許文献５の［
０００９］）、種子自体に処理され、その効力を作用させる、例えば殺菌剤、殺虫剤など
である。さらに、特許文献５の[００２６]には、「本発明方法には、イネの栽培において
用いられる殺虫剤および除草剤などの農薬を併用することもできる。」との記載があるが
、その意味するところは、あくまでも病害抵抗性誘導剤で処理された種子の播種時に殺虫
剤および除草剤などの農薬を併用することを意味する。したがって、除草性組成物を種子
にコーティング処理すること、および除草性組成物をコーティング処理された種子は、具
体的には知られていない。
【００１１】
　また、特許文献８に記載されるような除草剤被覆稲籾種子の作製には、除草剤の他、水
溶性接着剤樹脂および非水溶性接着剤樹脂の特殊な樹脂のみならず、高価な界面活性剤や
無機質助剤が実施例のコート液で利用されている。さらには、いずれの実施例の除草剤被
覆稲籾種子も互いに団粒化していない点は優れるが、鉄コーティング種子と異なり、真比
重が十分に重くないため浮き苗抑制効果がないこと、鳥害防止効果が不明であることから
、水稲直播の種子としては十分ではない。
【００１２】
　したがって、現在まで、簡便な処理方法で、除草組成物で処理された実用化された種子
製剤の例は知られてない。特に種子に鉄コーティングとともに除草性組成物を処理するこ
とを含む雑草防除方法については、具体的な記載はなく、実施例も示されていない。
【００１３】
　既存の種子処理においては、使用する薬剤が種子に吸収されてその効力が発揮されるこ
とを本質的な作用機序とするか、もしくは種子に近接する環境下の病害虫の防除を目的と
するため、種子処理に使用される薬剤は、薬害を引き起こす可能性の低い、殺菌剤、殺虫
剤および植物生長剤に限られてきた。除草性組成物は、処理される種子には吸収されず、
当該種子でなく、選択的に目的とする雑草に作用することが望まれるが、そのような技術
は、現在まで具体的には何ら知られていない。また、除草性組成物を種子に処理する場合
には、処理する薬剤が種子に吸収されずに、田面水中など種子の系外に速やかに溶出する
ことが要求される。また、既存の除草性組成物の作物種子への薬害リスクは極めて高い。
そのため、従来の種子処理方法によれば、除草性組成物を処理した種子の実用化は極めて
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困難なことである。したがって、従来の技術のままでは鉄コーティングとともに除草剤を
処理する種子製剤の実用化は難しいと考えられている。さらには、除草剤では、種子処理
された除草剤が種子の近傍に高濃度で存在することになるため、種子に係る作物自体への
薬害の発生が問題となることも大きな課題であった。実際、既存の鉄コーティング種子に
市販の除草性組成物を処理したとしても十分な除草効果は得られず、また場合によっては
稲作自体に薬害を生じるのが通常であった。このような背景から、除草剤の鉄コーティン
グ種子への処理および除草剤を処理された種子による雑草防除を実用化するのは困難であ
った。
【００１４】
　本発明の課題は、除草性組成物の農薬成分（除草性化合物）が、作物自体、特に水稲に
対して薬害を与えることなく速やかに種子の系外に溶出され、かつ発生する雑草、特に水
田における雑草を実用的に防除可能となるように、必要量の農薬成分の濃度を必要期間確
保する、鉄コーティングによる種子への除草性組成物の処理方法、除草性組成物を処理し
た鉄コーティングによる種子処理製剤並びに前記種子製剤を土壌表面に播種することを特
徴とする雑草防除方法を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００１５】
　本発明者らは、前記課題を解決すべく鋭意検討を行った結果、鉄コーティングによる種
子製剤の作製工程において、適切に製剤化された除草性組成物を、鉄粉の酸化反応が停止
する前に種子処理を完了させることにより、得られた当該鉄コーティング種子製剤は、驚
くべきことに、酸化反応が停止し完結した鉄コーティング種子に除草性組成物を処理した
種子製剤と比較して、除草剤成分の水中での拡散を格段に向上させ、実用的な除草性能が
得られること、なおかつ、種子およびその生育に対しても当該除草剤成分は薬害を生じな
いことを見出し、本発明を完成した。
【００１６】
　すなわち、本発明は、以下［１］－［１６］の通りである。
［１］
１）種子に鉄粉を処理する工程、
２）種子に除草性組成物を処理する工程および
３）処理鉄粉の酸化反応を停止させる工程を含み、
３）の工程の前に、１）および２）の工程を実施することを特徴とする、鉄コーティング
種子製剤の作製方法。
［２］
　２）種子に除草性組成物を処理する工程を実施した後に、１）当該種子に鉄粉を処理す
る工程を実施する、［１］に記載の作製方法。
［３］
　１）種子に鉄粉を処理する工程を実施した後、その鉄粉の酸化反応が停止する前に、２
）当該種子に除草性組成物を処理する工程を実施する、［１］に記載の作製方法。
［４］
　１）種子に鉄粉を処理する工程および２）種子に除草性組成物を処理する工程を同時に
実施する、［１］に記載の作製方法。
［５］
　除草性組成物が、（Ａ１）白化型除草性化合物又はその塩および（Ａ２）アセトラクテ
ート合成酵素阻害型除草性化合物又はその塩からなる群より選択される少なくとも１種の
除草性化合物を含む、［１］乃至［４］のいずれかに記載の作製方法。
［６］
　（Ａ１）白化型除草性化合物が、ピラゾール系除草性化合物又はその塩、トリケトン系
除草性化合物又はその塩および６－クロロ－３－（２－シクロプロピル－６－メチルフェ
ノキシ）ピリダジン－４－イル　モルホリン－４－カルボキシレート又はその塩からなる
群より選択される少なくとも１種である、［５］に記載の作製方法。
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［７］
　（Ａ２）アセトラクテート合成酵素阻害型除草性化合物が、スルホニルウレア系除草性
化合物又はその塩およびピリミジニルサリチル酸系除草性化合物又はその塩からなる群よ
り選択される少なくとも１種である、［５］に記載の作製方法。
［８］
　（Ａ１）白化型除草性化合物が、ピラゾレートおよび６－クロロ－３－（２－シクロプ
ロピル－６－メチルフェノキシ）ピリダジン－４－イル　モルホリン－４－カルボキシレ
ートからなる群より選択される少なくとも１種である、［５］又は［６］に記載の作製方
法。
［９］
　（Ａ１）白化型除草性化合物が、ピラゾレートである、［５］、［６］又は［８］に記
載の作製方法。
［１０］
　（Ａ２）アセトラクテート合成酵素阻害型除草性化合物が、スルホニルウレア系除草性
化合物もしくはその塩である、［５］又は［７］に記載の作製方法。
［１１］
　種子に除草性組成物を処理する工程において、種子に除草性組成物を処理することに加
えて、当該種子に殺虫性組成物、殺菌性組成物および植物生長剤の少なくとも１種を処理
する、［１］乃至［１０］のいずれかに記載の作製方法。
［１２］
　種子が水稲種子である、［１］乃至［１１］のいずれかに記載の作製方法。
［１３］
　［１］乃至［１２］のいずれかに記載の作製方法で得られた鉄コーティング種子製剤。
［１４］
　種子が水稲種子である［１３］に記載の鉄コーティング種子製剤。
［１５］
　［１３］の鉄コーティング種子製剤を土壌表面に播種することを特徴とする雑草防除方
法。
［１６］
　［１４］の鉄コーティング種子製剤を水田土壌表面に播種することを特徴とする雑草防
除方法。
【発明の効果】
【００１７】
　本発明の、鉄コーティングによる種子製剤の作製方法にしたがって作製した種子製剤を
土壌表面に播種することにより、除草効果が付与される。特に水稲種子の場合、水田表面
に当該種子を播種すると、驚くべきことに種子処理した除草性有効成分が速やかに水中に
溶出することができる。よって、水田において問題となる種々の雑草、例えば、タイヌビ
エなどのイネ科雑草；アゼナ、アブノメなどのゴマノハグサ科雑草；コナギ、ミズアオイ
などのミズアオイ科雑草；タマガヤツリ、イヌホタルイ、マツバイなどのカヤツリグサ科
雑草；および／又はウリカワ、オモダカ、ヘラオモダカなどのオモダカ科雑草の防除が可
能となり、加えて種子に対しては問題となる薬害を示さない。また、鉄コーティング種子
を作製すると同時に除草性活性成分を処理することができるため、本田における除草剤処
理の一部を省略でき、防除作業量の軽減に資することができる。
　また、例えば加熱処理などを施して発芽を抑制した種子に本願発明の鉄コーティングに
よる種子製剤の作製方法を適用することも可能である。
　したがって、本発明の除草成分を処理した、鉄コーティングによる種子製剤の作製方法
および作製した種子製剤は、雑草防除作業に要する労力の低減を図ることができる。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　次に、本願の第１の発明である鉄コーティングによる種子製剤の作製方法および第２の
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発明である当該作製方法によって得られる鉄コーティングによる種子製剤について説明す
る。
　なお、本願の特許請求の範囲および明細書中において用いられる各用語は、特に断らな
い限り、当該技術分野において一般的に用いられる定義によるものとする。
【００１９】
　種子製剤とは、農薬組成物を使用して製剤処方を施した種子を意味する。したがって、
鉄コーティングとともに種子に除草性組成物を処理したものは、鉄コーティング種子製剤
である。
【００２０】
　本願発明の鉄コーティングによる種子製剤の作製方法は、
１）種子に鉄粉を処理する工程、
２）種子に除草性組成物を処理する工程および
３）処理鉄粉の酸化反応を停止させる工程を含み、
工程３）の前に、工程１）および工程２）を実施することを特徴とする。
　上記工程１）および工程２）の種子処理工程における種子処理方法としては、本発明の
範囲内であれば当技術分野で公知の種子処理技術、例えば種子粉衣法、種子コーティング
法、種子散粉法、種子浸漬法および種子ペレッティング法などを使用することができる。
中でも、工程１）および工程２）のどちらにおいても、種子コーティング法を使用するの
が好適である。
【００２１】
　本発明の工程１）（鉄コーティングによる種子製剤の作製）に用いられる種子コーティ
ング法は、当技術分野で公知の方法であればいずれの方法も用いることができる。例えば
、鉄コーティング湛水直播マニュアル２０１０（独立行政法人　農業・食品産業技術総合
研究機構）に記載されている方法である。より具体的には、乾燥した種子を常温で３～４
日間浸種した後、余分な水を切り、その種子に水を加えながら鉄粉と焼石膏の混合粉を加
えて種子をコーティングする。また、通常は、仕上げとしてさらに少量の焼石膏を用いて
粉衣することができる。次いで、コーティング種子の鉄成分において酸化反応が進む条件
下で、当該種子を一定時間静置し、種子上に水酸化鉄すなわち鉄錆を形成させる。種子製
剤は、コーティング種子に鉄錆が形成され、十分な硬度が得られる状態になった後、当該
種子を種子の発芽に影響を与えない40℃以下の温度条件にて乾燥工程に付し、種子表面の
水分を蒸発させて酸化反応を停止させる（工程３））ことにより得られる。酸化反応を停
止に要する時間は、外気の温度や湿度によって異なるが、１日以上静置するのが望ましい
。
【００２２】
　本発明に用いられる鉄粉としては、例えば、還元鉄粉、アトマイズ鉄粉、電解鉄粉又は
酸化鉄粉などが挙げられ、これら２種以上の混合物を使用することもできる。本発明にお
いては、還元鉄粉、酸化鉄粉又は還元鉄粉と酸化鉄粉との混合物の使用が好ましい。また
、市販品として入手可能の鉄粉を使用することができる。具体的には、例えば、DSP317 
鉄粉（ＤＯＷＡ（ドーワ） ＩＰ（アイピー）クリエイション株式会社製）、農業用鉄粉
（ダイテツ工業製）又は農業用鉄粉（テツゲン製）などが挙げられる。鉄粉の粒度は粉状
であればよく、好ましくは粒度１０～１００μｍであり、特に還元鉄粉は、１００μｍ以
下の粒度の小さいものが好ましい。必要に応じて使用される焼石膏は、粉状の硫酸カルシ
ウム・１／２水和物（ＣａＳＯ4・１／２Ｈ2Ｏ）であればよく、市販のものを用いること
ができる。
　処理に使用する鉄粉の量は、種子１重量部に対し、０．０５～１．０重量部であること
が好ましく、０．２～０．５重量部であることがより好ましい。鉄粉と混合される焼石膏
の量は、鉄粉１００％に対し１～２５％であることが好ましく、５～１０％であることが
より好ましい。仕上げに用いられる焼石膏の量は、鉄粉１００％に対し０～１０％である
ことが好ましく、０．１～５％であることがより好ましい。
【００２３】
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　本発明において、コーティング種子の鉄成分の酸化反応には水および酸素が必要である
。酸化反応に必要な水は、事前に種子を浸漬することで種子に含まれる水分、鉄コーティ
ング種子の造粒時に添加する水分又は除草性組成物自体もしくはその希釈液に含まれる水
分などから供給される。また酸化反応に必要な酸素は、鉄コーティングを行う環境の大気
中および使用する水に含まれる酸素などより供給される。一般的に酸化反応は鉄表面の水
層の厚さが小さくなることにより、また空気の相対湿度が５０％程度以下になることによ
り停止すると言われているため、酸化反応を停止させるためには、乾燥工程に付すことに
より鉄コーティング種子の水分を制御し、必要に応じて減ずる必要がある。酸化反応は、
通常、常温で、種子に水を適宜供給して行うことができる。酸化を促進するため、当該種
子を水分補給と乾燥を繰り返す工程に付し、通常３日ないし７日種子を静置することによ
り反応は進行する。この方法は、酸化反応の進行による発熱を感知する上で好ましい方法
である。
【００２４】
　本発明において、コーティング種子の鉄成分の酸化反応は、処理した鉄粉が酸化され、
水酸化鉄すなわち鉄錆を形成し、鉄成分が種子から欠落をしない状態まで酸化を進める必
要がある。酸化反応が進行しているか停止しているかの確認および判断は、種子の発熱状
態を観察することで可能である。すなわち、「鉄成分の酸化反応の停止」とは、例えば、
非接触温度計などにより種子の温度を観察するとき、常温、相対湿度５０％条件下で種子
の温度の変化が認められない状態である。ただし鉄錆の形成が不十分な状態においては、
当該コーティング種子の水分が多い場合には、気化熱により温度変化が認められないこと
があるため、鉄粉が鉄錆となり、当該コーティング種子上に均一に被覆されている状態で
評価する必要がある。
【００２５】
　本願の第１の発明において、種子にコーティングされた鉄粉の酸化反応が停止する前に
、当該種子を除草性組成物で処理する工程（工程２））を実施する。一態様としては、種
子に除草性組成物を処理した（工程２））後に、当該種子に鉄粉を処理する（工程１））
ことができる。一態様としては、種子に鉄粉を処理した（工程１））後、その鉄粉の酸化
反応が停止する前に、当該種子に除草性組成物を処理する（工程２））ことができる。一
態様としては、種子に鉄粉を処理する工程（工程１））および種子に除草性組成物を処理
する工程（工程２））を同時に実施することができる。すなわち、種子に鉄粉と除草性組
成物とを同時に処理することができる。
【００２６】
　本発明の工程２）に用いられる種子コーティング法は、当技術分野で公知の方法であれ
ばいずれの方法も用いることができる。例えば、ミキサーなどの攪拌機に種子を投入した
後、種子を流動させた状態で除草性組成物を攪拌機に投入し、常温で撹拌することにより
、種子に除草性組成物を処理することができる。攪拌時間は、投入する種子の重量により
、適宜選択することができるが、コーティングが外観上均一になった段階で、処理した種
子は、通常静置することが好ましい。
【００２７】
　工程１）と工程２）を同時に実施する方法としては、例えば、ミキサーなどの攪拌機に
種子を投入した後、種子を流動させた状態で鉄粉、必要に応じて焼石膏および除草性組成
物の混合物を攪拌機に投入し、常温で撹拌することにより、種子に除草性組成物を処理す
る方法や、ミキサーなどの攪拌機に種子を投入した後、種子を流動させた状態で、除草性
組成物と、鉄粉および必要に応じての焼石膏の混合物とを交互に攪拌機に投入し、常温で
撹拌することにより、種子に除草性組成物を処理する方法が挙げられる。攪拌時間は、投
入する種子の重量により、適宜選択することができるが、コーティングが外観上均一にな
った段階で、処理した種子は、通常静置することが好ましい。
【００２８】
　本発明で用いられる除草性組成物は、有効成分である農薬有効成分（除草性化合物）に
加えて、本発明の範囲内であれば当技術分野で公知の農薬製剤技術に基づき、例えば、結



(9) JP 2020-121992 A 2020.8.13

10

20

30

40

50

合剤、崩壊剤、湿潤剤、分散剤、増粘剤、消泡剤、防黴剤、溶剤、安定化剤、着色剤、増
量剤、防腐剤、および／又はｐＨ調節剤などの補助剤成分を添加することができる。
【００２９】
　本発明の除草性組成物に用いる結合剤としては、例えば、デキストリン、ポリビニルア
ルコール、ポリビニルピロリドン、カルボキシメチルセルロースの塩、メチルセルロース
、アラビアゴム、ポリエチレングリコールもしくはその誘導体、タブ粉、ベントナイト、
リグニンスルホン酸塩、カルボン酸又はスルホン酸タイプのポリソープなどが挙げられる
。これらのうち、リグニンスルホン酸塩又はカルボン酸もしくはスルホン酸タイプのポリ
ソープは、分散剤と兼用でき、好適である。
【００３０】
　本発明の除草性組成物に用いる崩壊剤、湿潤剤又は分散剤としては、通常の農薬に用い
られるものであれば特に限定はなく、陰イオン性界面活性剤、非イオン性界面活性剤、陽
イオン性界面活性剤又は両性イオン性界面活性剤などのいずれの界面活性剤をも用いるこ
とができ、これらの１種又は２種以上を用いることができる。
【００３１】
　本発明の除草性組成物に用いる陰イオン性界面活性剤としては、例えば、アルキル燐酸
エステル塩、アルキル硫酸エステル塩、ポリオキシアルキレンアルキルエーテル燐酸エス
テル塩、ポリオキシエチレンアルキルエーテル硫酸エステル塩、アルキルアリール燐酸エ
ステル塩、アルキルアリール硫酸エステル塩、ポリオキシアルキレンアルキルアリールエ
ーテル燐酸エステル塩、ポリオキシアルキレンアルキルアリールエーテル硫酸エステル塩
、アルキルフェノール燐酸塩、アルキルフェノール燐酸エステル塩、アルキルフェノール
硫酸塩、アルキルフェノール硫酸エステル塩、ポリオキシアルキレンアルキルフェノール
燐酸塩、ポリオキシアルキレンアルキルフェノール燐酸エステル塩、ポリオキシアルキレ
ンアルキルフェノール硫酸塩、ポリオキシアルキレンアルキルフェノール硫酸エステル塩
、スチリルフェノール燐酸塩、スチリルフェノール燐酸エステル塩、スチリルフェノール
硫酸塩、スチリルフェノール硫酸エステル塩、ポリオキシアルキレンスチリルフェノール
燐酸塩、ポリオキシアルキレンスチリルフェノール燐酸エステル塩、ポリオキシアルキレ
ンスチリルフェノール硫酸塩、ポリオキシアルキレンスチリルフェノール硫酸エステル塩
、ジスチリルフェノール燐酸塩、ジスチリルフェノール燐酸エステル塩、ジスチリルフェ
ノール硫酸塩、ジスチリルフェノール硫酸エステル塩、ポリオキシアルキレンジスチリル
フェノール燐酸塩、ポリオキシアルキレンジスチリルフェノール燐酸エステル塩、ポリオ
キシアルキレンジスチリルフェノール硫酸塩、ポリオキシアルキレンジスチリルフェノー
ル硫酸エステル塩、トリスチリルフェノール燐酸塩、トリスチリルフェノール燐酸エステ
ル塩、トリスチリルフェノール硫酸塩、トリスチリルフェノール硫酸エステル塩、ポリオ
キシアルキレントリスチリルフェノール燐酸塩、ポリオキシアルキレントリスチリルフェ
ノール燐酸エステル塩、ポリオキシアルキレントリスチリルフェノール硫酸塩、ポリオキ
シアルキレントリスチリルフェノール硫酸エステル塩、アルキルサクシネートスルホン酸
塩、ジアルキルサクシネートスルホン酸塩又はポリオキシアルキレンジアルキルサクシネ
ートスルホン酸塩などが挙げられ、好適には、アルキル燐酸エステル塩、ポリオキシアル
キレンアルキルエーテル燐酸エステル塩、アルキルアリール燐酸エステル塩、ポリオキシ
アルキレンアルキルアリールエーテル燐酸エステル塩、アルキルフェノール燐酸塩、スチ
リルフェノール燐酸エステル塩、ポリオキシアルキレンスチリルフェノール燐酸エステル
塩、ジスチリルフェノール燐酸塩、ジスチリルフェノール燐酸エステル塩、ポリオキシア
ルキレンジスチリルフェノール燐酸塩、ポリオキシアルキレンジスチリルフェノール燐酸
エステル塩、トリスチリルフェノール燐酸塩、トリスチリルフェノール燐酸エステル塩、
ポリオキシアルキレントリスチリルフェノール燐酸塩又はポリオキシアルキレントリスチ
リルフェノール燐酸エステル塩などが挙げられる。
【００３２】
　本発明の除草性組成物に用いる非イオン性界面活性剤としては、例えば、脂肪族アルコ
ールアルキレンオキサイド付加物、ポリアルキレンオキシ脂肪酸エステル、ソルビタン系
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界面活性剤もしくはそのアルキレンオキサイド付加物、ポリグリセリン脂肪酸エステル、
アルキルポリサッカライド系界面活性剤、シュクログリセライド、ポリオキシアルキレン
アルキルエーテル、ポリオキシエチレンアルキルエーテル、ポリオキシアルキレンアルキ
ルアリールエーテル、ポリオキシアルキレンアルキルフェノールエーテル、ポリオキシア
ルキレンスチリルフェノールエーテル、ポリオキシアルキレンジスチリルフェノールエー
テル又はポリオキシアルキレントリスチリルフェノールエーテルなどが挙げられ、好適に
は、ポリオキシアルキレンアルキルエーテル、ポリオキシエチレンアルキルエーテル、ポ
リオキシアルキレンアルキルアリールエーテル、ポリオキシアルキレンアルキルフェノー
ルエーテル、ポリオキシアルキレンスチリルフェノールエーテル、ポリオキシアルキレン
ジスチリルフェノールエーテル又はポリオキシアルキレントリスチリルフェノールエーテ
ルなどが挙げられる。
【００３３】
　なお、これらエチレンオキサイドを付加したタイプの界面活性剤においては、その一部
にプロピレンオキサイドを含有してもよい。
【００３４】
　本発明の除草性組成物に用いる陽イオン性界面活性剤としては、例えば、脂肪族第三級
アミンもしくはその塩、脂肪族第三級アミン脂肪族アミンアルキレンオキサイド付加物も
しくはその塩又は脂肪族第四級アミン塩などが挙げられる。
【００３５】
　本発明の除草性組成物に用いる両性界面活性剤としては、例えば、ラウリルアミノプロ
ピオン酸ナトリウムなどのアミノ酸型両性界面活性剤；ラウリルジメチルベタイン、ステ
アリルジメチルベタイン、ラウリルジジヒドロキシエチルベタインなどのベタイン型両性
界面活性剤などのカルボン酸塩型両性界面活性剤；硫酸エステル塩型両性界面活性剤；ス
ルホン酸塩型両性界面活性剤；又は燐酸エステル塩型両性界面活性剤などが挙げられる。
【００３６】
　本発明に用いる除草性組成物の１つの実施形態で用いられる界面活性剤としては、好適
には、陰イオン性界面活性剤又は非イオン性界面活性剤である。
【００３７】
　本発明に用いる除草性組成物の１つの実施形態で用いられる界面活性剤の量は、通常、
除草性組成物中に、０．０１～２０重量％であり、好適には、０．１～１０重量％である
。
【００３８】
　本発明の除草性組成物に用いる増粘剤としては、通常農薬製剤に用いられるものであれ
ば特に限定はないが、例えば、ホワイトカーボン、アルミノ珪酸塩、ベントナイト、モン
モリロナイト、ヘクトライト、アタパルジャイトのような鉱物又はアラビアガム、トラガ
ントガム、キサンタンガム、グアーガム、ローストビーンガム、カゼイン、アルギン酸、
セルロース系ポリサッカライド、エチルセルロース、ポリビニルアルコール、カルボキシ
メチルセルロース、ヒドロキシエチルセルロース、ヒドロキシプロピルセルロース、カル
ボキシメチルセルロースのような高分子増粘剤などが挙げられ、好適には、高分子増粘剤
であり、より好適には、キサンタンガムである。
【００３９】
　本発明の除草性組成物に用いる消泡剤としては、通常農薬製剤に用いられるものであれ
ば特に限定はないが、例えば、メタノール、エタノール、イソプロパノール、ｓｅｃ－ブ
タノール、ブタノールのような低級アルコール系消泡剤；アミルアルコール、ジイソブチ
ルカルビトール、トリブチルフォスフェート、オレイン酸、トール油、金属セッケン、Ｈ
ＬＢの低い界面活性剤（例えば、ソルビタンラウリン酸モノエステル、ソルビタンラウリ
ン酸トリエステル、ポリエチレングリコール脂肪酸エステル、アセチレングリコール誘導
体、プルロニック（登録商標）型非イオン界面活性剤など）、アセチレングリコール誘導
体のような有機極性化合物系消泡剤；鉱物油の界面活性剤配合品、鉱物油と脂肪酸金属塩
の界面活性剤配合品のような鉱物油系消泡剤；シリコーン樹脂、シリコーン樹脂の界面活
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性剤配合品、シリコーン樹脂の無機粉末配合品のようなシリコーン樹脂系消泡剤などが挙
げられる。
【００４０】
　本発明の除草性組成物に用いる防黴剤としては、通常農薬製剤に用いられるものであれ
ば特に限定はないが、例えば、パラクロロメタキシレノール、ポリへサメチレンビグアニ
ジドハイドロクロライド、１，２－ベンジソチアゾリン－３－オン、メチルパラヒドロキ
シベンゾエート、エチルパラヒドロキシベンゾエート、プロピルパラヒドロキシベンゾエ
ート、ブチルパラヒドロキシベンゾエート、ヘプチルパラヒドロキシベンゾエート、ベン
ジルパラヒドロキシベンゾエート、パラオキシ安息香酸エステル、ソルビン酸、オルソフ
ェニルフェノール、ソディウムオルソフェニルフェネート、グルタルジアルデヒド、第四
級アンモニウム化合物、トリ－（Ｎ－クロロヘキシルジアゼニウムジオキシ）－アルミニ
ウム、テトラヒドロ－３，５－ジメチル－２Ｈ－１，３，５－チアジアジン－２－チオン
、２，５－ジメトキシテトラヒドロフラン、ジメチロール尿素、Ｎ－メチルジチオカルバ
ミン酸ナトリウム、フェノキシエタノール、グリオキサール、グルタルアルデヒド、１，
３，５－トリス（２－ヒドロキシエチル）－１，３，５－ヘキサヒドロトリアジン、塩化
ベンザルコニウム、フェノキシプロパノール、テトラメチルアセチレンジ尿素、ポビドン
イオディン、ソルビン酸カリウム、２－ブロモ－２－ニトロプロパン－１，３－ジオール
又はチアゾロンなどが挙げられる。
【００４１】
　本発明の除草性組成物に用いる溶剤としては、通常農薬に用いられるものであれば特に
限定はないが、第２石油類以上の引火点を有するものが望ましい。例えば、アルキルベン
ゼン、メチルナフタレン、流動パラフィン、リグロイン、ケロシン、灯油、ｎ－デカン、
イソドデカン、テトラリン、デカリン、テレピン油、パイン油、アジピン酸、グルコン酸
、マレイン酸、乳酸、安息香酸、フタル酸、リンゴ酸、フマール酸、コハク酸、酒石酸、
クエン酸、ラウリン酸、オレイン酸、やし油脂肪酸、シクロヘキサノン、シクロへキセニ
ルシクロヘキサノン、アセチルアセトン、アセトフェノン、メチルブチルケトン、エチレ
ングリコール、ジエチレングリコール、トリエチレングリコール、プロピレングリコール
、ジプロピレングリコール、トリプロピレングリコール、エピクロールヒドリン、ジグリ
シジールエーテ、ジオキサン、リン酸トリエチル、リン酸トリブチル、大豆油、なたね油
、ゴマ油、コメ油、やし油、サンフラワー油、いわし油、鯨油、ジメチルスルホキサイド
、Ｎ，Ｎ－ジメチルアセトアミド又はＮ－メチルピロリドンなどが挙げられる。
【００４２】
　本発明の除草性組成物に用いる着色剤としては、通常農薬に用いられるものであれば特
に限定はなく、例えば、色素が挙げられ、好適には、ブリリアントブルーＦＣＦ、シアニ
ングリーンＧ又はエリオグリーンＧである。用いられる着色剤の量は、通常、粒状農薬組
成物中に、０．０５～０．５重量％であり、好適には、０．１～０．３重量％である。
【００４３】
　本発明の除草性組成物に用いる増量剤としては、例えば、ベントナイト、タルク、クレ
ー、珪藻土、無晶形二酸化ケイ素、炭酸カルシウム、炭酸マグネシウムなどの一般的に農
薬のキャリアーとして用いられる鉱物質微粉の他に、塩化ビニル、塩素化ポリエチレン、
塩素化ポリプロピレンなどの樹脂粉末、グルコース、砂糖、乳糖などの糖類、カルボキシ
メチルセルロースもしくはその塩類、澱粉もしくはその誘導体、微結晶セルロース、木粉
、米糠、ふすま、籾殻の粉末、コーヒー豆粉末、セルロース粉末、甘草粉末などの有機物
、硫酸ナトリウム、硫酸アンモニウム、塩化カリウムなどの水溶性無機塩類、尿素などが
挙げられる。上記ベントナイトとしては、ベントナイト穂高、富士（ホージュン株製）、
クニゲルＶ１、Ｖ２（クニミネ工業株製）、ベントナイトＫＧ－１、ＫＡ－１（日本ベン
トナイト株製）などが挙げられる。増量剤の配合量は、本発明の除草性組成物の必須成分
を除いた必要な最小量であり、増量剤の種類により異なるが、通常、除草性組成物中に、
０．１～９０重量％であり、好適には、０．５～７０重量％である。
【００４４】
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　本発明の除草性組成物に用いる防腐剤としては、通常農薬に用いられるものであれば特
に限定はなく、好適には、ソルビン酸、ソルビン酸カリウム、パラクロロメタキシレノ－
ル、パラオキシ安息香酸ブチル又はデヒドロ酢酸ナトリウムである。用いられる防腐剤の
量は、通常、除草性農薬組成物中に、０．１～３重量％であり、好適には、０．２～２重
量％である。
【００４５】
　本発明の除草性組成物に用いるｐＨ調節剤としては、通常農薬に用いられるものであれ
ば特に限定はなく、例えば、塩酸、リン酸のような無機酸；クエン酸、フタル酸、コハク
酸のような有機酸；クエン酸ナトリウム、フタル酸水素カリウムのような有機金属塩；リ
ン酸水素二ナトリウム、リン酸二水素ナトリウム、リン酸水素二カリウム、リン酸二水素
カリウム、炭酸ナトリウム、炭酸カリウム、ホウ酸ナトリウムのような無機金属塩；水酸
化ナトリウム、水酸化カリウムのような水酸化物；又はトリエタノールアミンのような有
機アミン類などを挙げることができ、好適には、無機酸、無機金属塩又は水酸化物などで
あり、より好適には、塩酸、クエン酸、コハク酸、水酸化ナトリウム、水酸化カリウム又
は炭酸ナトリウムなどである。また、使用されるｐＨ調節剤は、１種又は２種以上を併用
することができる。
【００４６】
　本発明の除草性組成物は、通常の農薬製剤の製造に用いられる混合、造粒、粉砕、乾燥
などの公知の製剤化工程によって作製することができる。また、除草性組成物は、鉄コー
ティングに関わる資材である鉄粉や焼石膏などの酸化促進剤と予め混和した状態で使用す
ることも可能である。この場合、本発明の鉄コーティングによる種子製剤の作製方法に用
いられる除草性組成物は、種子への鉄被覆性を阻害することなく、薬剤を種子に均一に処
理することができれば、除草性化合物の原体のみを含有してもよいが、通常は適切な製剤
型に製剤化される必要がある。除草性組成物の好適な製剤型および製剤化手法としては、
以下の（１）から（９）のものが挙げられ、除草性組成物は、湿式もしくは乾式粉砕によ
り、微粒子化するか又は水性もしくは油性の溶剤に溶解することで、種子を均一に被覆で
きるように成型される必要がある。ただし、これら以外の製剤型、製剤化法であっても薬
剤の種子への良好な被覆性を担保可能であれば本発明に使用することが可能である。
（１）除草性農薬有効成分を、水中にて、必要に応じて界面活性剤などの補助剤成分を加
えて湿式粉砕して得られた水性分散液、
（２）除草性農薬有効成分を、非極性溶媒中にて、必要に応じて、界面活性剤などの補助
剤成分を加えて湿式粉砕して得られた油性分散液、
（３）除草性農薬有効成分を、必要に応じて界面活性剤などの補助剤成分とともに、乾式
粉砕して得られた原末、
（４）（３）で得られた原末を、必要に応じて、界面活性剤などの補助剤成分とともに、
水中で分散して得られた水性分散液、
（５）（３）で得られた原末を、必要に応じて、界面活性剤などの補助剤成分とともに、
非極性溶媒中で、分散して得られた油性分散液、
（６）除草性農薬有効成分を水および必要に応じて、界面活性剤などの補助剤成分を加え
て溶解して得られた液剤、
（７）除草性農薬有効成分を非極性溶剤に乳化剤および必要に応じて、界面活性剤などの
補助剤成分を加えて溶解して得られた乳剤、
（８）粒状の除草性組成物を乾式粉砕して得られた原末、
（９）粒状の除草性組成物を水中又は非極性溶媒中にて必要に応じて界面活性剤などの補
助剤成分を加えて分散、溶解して得られた液状組成物。
【００４７】
　本発明では、任意の品種の種子に対して、鉄コーティングによる種子製剤の作製方法を
適用することができる。本技術が適用できる種子は例えば、水稲、小麦、大麦、大豆、ト
ウモロコシ、甜菜などが挙げられる。好ましくは、湛水状態で播種するものが好ましく、
特に水稲が好ましい。ただし、除草性組成物に対して感受性を有しない品種の水稲種子を
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用いるのが好ましい。本発明において「感受性を有しない」とは、通常の移植栽培におけ
る湛水状態での薬剤処理において薬害が発生しないことを意味する。
　いかなる品種の水稲種子が除草性組成物に対して感受性を有しないかは、当業者にとっ
ては明らかであるが、除草性組成物に対して感受性を有しない品種の水稲種子としては、
例えば、コシヒカリ、ヒノヒカリ、ひとめぼれ、あきたこまち、キヌヒカリ、ななつぼし
、はえぬき、きらら３９７、まっしぐら、つがるロマン、日本晴などが挙げられる。また
、ＰＰＯ阻害型除草性化合物、ＶＬＣＦＡＥ阻害形除草性化合物に対して感受性を有しな
い水稲種子、例えば、コシヒカリ、ヒノヒカリ、ひとめぼれ、あきたこまち、キヌヒカリ
なども好ましく用いることができる。
　一方、当該除草性組成物に対して感受性を示す品種の水稲種子としては、例えば、メソ
トリオンやベンゾビシクロンに対して感受性を示す、ハバタキ、タカナリ、モミロマン、
ミズホチカラ、ルリアオバ、おどろきもちなどが挙げられる。これらの除草性組成物に対
して感受性を示す水稲種子に関しては、例えば、「日本作物学会紀事７９（別１）」に記
載されている。
【００４８】
　本発明において用いられる水稲種子としては、播種が可能な状態の種子を用いることが
できる。また、本発明において用いられる鉄コーティングによる種子製剤は、コーティン
グ剤として鉄粉の他にも過酸化カルシウムやモリブデン化合物なども同時に使用すること
ができる。
【００４９】
　本発明において用いられる除草性組成物は、水田で通常使用される任意の除草性化合物
を有効成分として含む。このような除草性化合物としては、（Ａ１）白化型除草性化合物
、（Ａ２）アセトラクテート合成酵素（以下、ＡＬＳという）阻害型除草性化合物、（Ａ
３）プロトポルフィリノーゲンオキシダーゼ（以下、ＰＰＯという）阻害型除草性化合物
および（Ａ４）超長鎖脂肪酸伸長酵素（以下、ＶＬＣＦＡＥという）阻害型除草性化合物
などが広く知られており、本発明に使用することができる。このうち、（Ａ１）白化型除
草性化合物又はその塩および（Ａ２）ＡＬＳ阻害型除草性化合物又はその塩からなる群よ
り選択される少なくとも１種を含むことが好ましい。以下、これら除草性化合物を説明す
るが、これら除草性化合物は、その塩の形態を包含する。
【００５０】
　（Ａ１）白化型除草性化合物は、雑草を白化させて枯死させる、よく知られた除草剤で
ある。本発明における白化型除草性化合物としては、例えば、ピラゾール系除草活性化合
物、トリケトン系除草活性化合物、クロマゾン（ＣＡＳ　Ｎｏ．８１７７７－８９－１）
、又は下記一般式（Ｉ）：
【化１】

で表される６－クロロ－３－（２－シクロプロピル－６－メチルフェノキシ）ピリダジン
－４－イル　モルホリン－４－カルボキシレート（以下、化合物（Ｉ）ともいう）などが
挙げられる。
【００５１】
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　ピラゾール系除草活性化合物としては、例えば、ピラゾレート、ピラゾキシフェン又は
ベンゾフェナップなどが挙げられ、それぞれ、Ｔｈｅ　Ｐｅｓｔｉｃｉｄｅ　Ｍａｎｕａ
ｌ　１３ｔｈ　Ｅｄｉｔｉｏｎの８４４－８４５、８４８－８４９、８１頁に記載されて
いる。これらの化合物は、ＨＲＡＣ分類体系のＦ２群に属する。
　トリケトン系除草活性化合物としては、例えば、メソトリオン、スルコトリオン、ベン
ゾビシクロン、テフリルトリオン又はビシクロピロンなどが挙げられ、それぞれ、Ｔｈｅ
　Ｐｅｓｔｉｃｉｄｅ　Ｍａｎｕａｌ　１３ｔｈ　Ｅｄｉｔｉｏｎの６３１－６３２、９
０８－９０９、８０頁に記載されている。これらの化合物は、ＨＲＡＣ分類体系のＦ２群
に属する。また、テフリルトリオン（ＣＡＳ　Ｎｏ．４７３２７８－７６－１）およびビ
シクロピロン（ＣＡＳ　Ｎｏ．３５２０１０－６８－５）も、トリケトン系除草性化合物
である。
【００５２】
　クロマゾンは、ＨＲＡＣ分類体系のＦ４群に属する。
　（Ａ２）ＡＬＳ阻害型除草性化合物は、ＡＬＳを阻害することで必須アミノ酸である、
バリン、ロイシンおよびイソロイシンの合成を阻害し雑草を枯死させる、よく知られた除
草性化合物である。ＡＬＳ阻害型除草性化合物としては、スルホニルウレア系除草性化合
物、ピリミジニルサリチル酸系除草性化合物およびトリアゾロピリミジン系除草性化合物
などが挙げられる。これらの化合物は、ＨＲＡＣ分類体系のＢ群に属する。
【００５３】
　スルホニルウレア系除草性化合物としては、例えば、アジムスルフロン、ベンスルフロ
ンメチル、シクロスルファムロン、ハロスルフロンメチル、エトキシスルフロン、イマゾ
スルフロン、ピラゾスルフロンエチル、クロリムロンエチル、シノスルフロン、メトスル
フロンメチル、フルセトスルフロン、プロピリスルフロン又はメタゾスルフロンなどが挙
げられ、それぞれ、Ｔｈｅ　Ｐｅｓｔｉｃｉｄｅ　Ｍａｎｕａｌ　１３ｔｈ　Ｅｄｉｔｉ
ｏｎの４６－４７、７３－７４、２２２－２２３、５２３－５２４、３８６－３８７、５
６０－５６１、８４７－８４８、１６１－１６２、１８４－１８５、６７７－６７８頁に
記載されている。また、フルセトスルフロン（ＣＡＳ　Ｎｏ．４１２９２８－７５－７）
、プロピリスルフロン（ＣＡＳ　Ｎｏ．５７０４１５－８８－２）、メタゾスルフロン（
ＣＡＳ　Ｎｏ．８６８６８０－８４－６）なども、スルホニルウレア系除草性化合物であ
る。
【００５４】
　ピリミジニルサリチル酸系除草性化合物として、例えば、ビスピリバック、ピリベンゾ
キシム、ピリフタリド、ピリミノバックメチル、ピリミスルファン又はトリアファモンな
どが挙げられ、それぞれ、Ｔｈｅ　Ｐｅｓｔｉｃｉｄｅ　Ｍａｎｕａｌ　１３ｔｈ　Ｅｄ
ｉｔｉｏｎ　の９６－９７、８５２－８５３、８６０－８６１、８６３－８６４頁に記載
されている。また、ピリミスルファン（ＣＡＳ　Ｎｏ．２２１２０５－９０－９）、トリ
アファモン（ＣＡＳ　Ｎｏ．８７４１９５－６１－６）なども、ピリミジニルサリチル酸
系除草性化合物である。
【００５５】
　トリアゾロピリミジン系除草性化合物は、例えば、ペノキススラムがあり、Ｔｈｅ　Ｐ
ｅｓｔｉｃｉｄｅ　Ｍａｎｕａｌ　１３ｔｈ　Ｅｄｉｔｉｏｎの７５３－７５４頁に記載
されている。
　（Ａ３）ＰＰＯ阻害型除草性化合物は、ＰＰＯを阻害し褐変症状を引き起こして雑草を
枯死させる、よく知られた除草性化合物である。ＰＰＯ阻害型除草性化合物は、例えば、
オキサジアルギル、オキサジアゾン、ペントキサゾンなどであり、それぞれＴｈｅ　Ｐｅ
ｓｔｉｃｉｄｅ　Ｍａｎｕａｌ　１３ｔｈ　Ｅｄｉｔｉｏｎの　７２５－７２６、７２７
－７２８、７５７－７５８頁に記載されている。
【００５６】
　（Ａ４）ＶＬＣＦＡＥ阻害型除草性化合物は、ＶＬＣＦＡＥを阻害し脂肪酸の合成を阻
害し雑草を枯死させる、よく知られた除草性化合物である。ＶＬＣＦＡ阻害型除草性化合
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物は、例えば、ブタクロール、プレチラクロール、テニルクロール、メフェナセットなど
であり、それぞれ、Ｔｈｅ　Ｐｅｓｔｉｃｉｄｅ　Ｍａｎｕａｌ　１３ｔｈ　Ｅｄｉｔｉ
ｏｎの１１８－１２０、７９９－８００、９５６、６２１－６２２頁に記載されている。
【００５７】
　これらの除草性化合物群の所定の作用機序および分類に関しては、例えば、「平成２４
年度水稲関係除草剤試験申請書綴（試験計画および薬剤特性）」（公益財団法人　日本植
物調節剤研究協会）、「ＨＲＡＣ（Ｈｅｒｂｉｃｉｄｅ　Ｒｅｓｉｓｔａｎｃｅ　Ａｃｔ
ｉｏｎ　Ｃｏｍｍｉｔｔｅｅ），　Ａｃｃｏｒｄｉｎｇ　ｔｏ　ＨＲＡＣ　ｃｌａｓｓｉ
ｆｉｃａｔｉｏｎ　ｏｎ　ｍｏｄｅ　ｏｆ　ａｃｔｉｏｎ」に記載されている。
【００５８】
　除草性組成物における除草性化合物の濃度は、除草性化合物の種類および用いられる製
剤形態によって適宜決定することができる。
　工程２）の種子への処理に際しては、除草性組成物の処理量は、除草性化合物の種類お
よび除草性組成物の製剤形態に応じて適宜決定することができる。例えば、種子１ｋｇあ
たり、有効成分の除草性化合物として、０．０１ｇ～３０００ｇ、好適には、０．１ｇ～
１０００ｇが処理されるように、除草性組成物の処理量を決定することができる。
【００５９】
　本発明の鉄コーティングによる種子製剤の作製方法において、種子に除草性組成物を単
独で処理してもよく、殺菌剤、殺虫剤、殺ダニ剤、殺線虫剤、薬害軽減剤又は植物生長剤
を同時に処理してもよい。同時に処理する殺菌剤としては、これらに限定されないが、例
えば、ストロビルリン系化合物、アニリノピリミジン系化合物、アゾール系化合物、ジチ
オカーバメート系化合物、フェニルカーバメート系化合物、有機塩素系化合物、ベンズイ
ミダゾール系化合物、フェニルアミド系化合物、スルフェン酸系化合物、銅系化合物、イ
ソキサゾール系化合物、有機リン系化合物、Ｎ－ハロゲノチオアルキル系化合物、カルボ
キシアニリド系化合物、モルフォリン系化合物、有機スズ系化合物又はシアノピロール系
化合物などを挙げることができ、１種又はそれ以上組合せて使用することができる。殺虫
剤、殺ダニ剤、殺線虫剤としては、これらに限定されないが、例えば、ピレスロイド系化
合物、有機リン系化合物、オキシム・カーバメート系化合物、カーバメート系化合物、ネ
オニコチノイド系化合物、ジアシルヒドラジン系化合物、ベンゾイルウレア系化合物、幼
若ホルモン系化合物、シクロジエン有機塩素系化合物、２－ジメチルアミノプロパン－１
，３－ジチオール系化合物、アミジン系化合物、フェニルピラゾール系化合物、有機スズ
系化合物、ＭＥＴＩ系化合物、ベンジレート系化合物、アリルピロール系化合物、ジニト
ロフェノール系化合物、アントラニル・ジアミド系化合物、オキサジアジン系化合物、セ
ミカルバゾン系化合物、テトロン酸系化合物、カルバモイルトリアゾール系化合物又はテ
トラジン系化合物などを挙げることができ、１種又はそれ以上組合せて使用することがで
きる。
【００６０】
　具体的には、例えば以下の化合物を挙げることができる。
　すなわち、アゾキシストルビン（ａｚｏｘｙｓｔｒｏｂｉｎ）、クレソキシムメチル（
ｋｒｅｓｏｘｙｍ－ｍｅｔｈｙｌ）、トリフロキシストロビン（ｔｒｉｆｌｏｘｙｓｔｒ
ｏｂｉｎ）、メトミノストロビン（ｍｅｔｏｍｉｎｏｓｔｒｏｂｉｎ）、オリサストロビ
ン（ｏｒｙｓａｓｔｒｏｂｉｎ）、ピラクロストロビン（ｐｙｒａｃｌｏｓｔｒｏｂｉｎ
）、ピコキシストロビン（ｐｉｃｏｘｙｓｔｒｏｂｉｎ）などのストロビルリン系化合物
；　メパニピリム（ｍｅｐａｎｉｐｙｒｉｍ）、ピリメサニル（ｐｙｒｉｍｅｔｈａｎｉ
ｌ）、シプロジニル（ｃｙｐｒｏｄｉｎｉｌ）などのアニリノピリミジン系化合物；　ト
リアジメホン（ｔｒｉａｄｉｍｅｆｏｎ）、ビテルタノール（ｂｉｔｅｒｔａｎｏｌ）、
トリフルミゾール（ｔｒｉｆｌｕｍｉｚｏｌｅ）、メトコナゾール（ｍｅｔｏｃｏｎａｚ
ｏｌｅ）、プロピコナゾール（ｐｒｏｐｉｃｏｎａｚｏｌｅ）、ペンコナゾール（ｐｅｎ
ｃｏｎａｚｏｌｅ）、フルシラゾール（ｆｌｕｓｉｌａｚｏｌｅ）、ミクロブタニル（ｍ
ｙｃｌｏｂｕｔａｎｉｌ）、シプロコナゾール（ｃｙｐｒｏｃｏｎａｚｏｌｅ）、テブコ
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ナゾール（ｔｅｂｕｃｏｎａｚｏｌｅ）、ヘキサコナゾール（ｈｅｘａｃｏｎａｚｏｌｅ
）、プロクロラズ（ｐｒｏｃｈｌｏｒａｚ）、シメコナゾール（ｓｉｍｅｃｏｎａｚｏｌ
ｅ）、フェナリモル（ｆｅｎａｒｉｍｏｌ）、イマザリル（ｉｍａｚａｌｉｌ）、エポキ
シコナゾール（ｅｐｏｘｉｃｏｎａｚｏｌｅ）、プロチオコナゾール（ｐｒｏｔｈｉｏｃ
ｏｎａｚｏｌｅ）、イプコナゾール（ｉｐｃｏｎａｚｏｌｅ）、ペフラゾエート（ｐｅｆ
ｕｒａｚｏａｔｅ）などのアゾール系化合物；　キノメチオネート（ｑｕｉｎｏｍｅｔｈ
ｉｏｎａｔｅ）などのキノキサリン系化合物；　マンネブ（ｍａｎｅｂ）、ジネブ（ｚｉ
ｎｅｂ）、マンコゼブ（ｍａｎｃｏｚｅｂ）、ポリカーバメート（ｐｏｌｙｃａｒｂａｍ
ａｔｅ）、プロビネブ（ｐｒｏｐｉｎｅｂ）、チラム（ｔｈｉｒａｍ）などのジチオカー
バメート系化合物；　ジエトフェンカルブ（ｄｉｅｔｈｏｆｅｎｃａｒｂ）などのフェニ
ルカーバメート系化合物；　クロロタロニル（ｃｈｌｏｒｏｔｈａｌｏｎｉｌ）、キント
ゼン（ｑｕｉｎｔｏｚｅｎｅ）などの有機塩素系化合物；　ベノミル（ｂｅｎｏｍｙｌ）
、チオファネートメチル（ｔｈｉｏｐｈａｎａｔｅ－ｍｅｔｈｙｌ）、カーベンダジム（
ｃａｒｂｅｎｄａｚｏｌｅ）などのベンズイミダゾール系化合物；　メタラキシル（ｍｅ
ｔａｌａｘｙｌ）、メタラキシル－Ｍ（ｍｅｔａｌａｘｙｌ－Ｍ）、オキサジキシル（ｏ
ｘａｄｉｘｙｌ）、オフラセ（ｏｆｕｒａｓｅ）、ベナラキシル（ｂｅｎａｌａｘｙｌ）
、フララキシル（ｆｕｒａｌａｘｙｌ）、シプロフラン（ｃｙｐｒｏｆｕｒａｍ）などの
フェニルアミド系化合物；　ジクロフルアニド（ｄｉｃｈｌｏｆｌｕａｎｉｄ）などのス
ルフェン酸系化合物；　水酸化第二銅（ｃｏｐｐｅｒ　ｈｙｄｒｏｘｉｄｅ）、オキシキ
ノリン銅（ｏｘｉｎｅ－ｃｏｐｐｅｒ）などの銅系化合物；　ヒドロキシイソキサゾール
（ｈｙｄｒｏｘｙｉｓｏｘａｚｏｌｅ）などのイソキサゾール系化合物；　ホセチルアル
ミニウム（ｆｏｓｅｔｙｌ－ａｌｕｍｉｎｉｕｍ）、トルクロホス－メチル（ｔｏｌｃｌ
ｏｆｏｓ－ｍｅｔｈｙｌ）などの有機リン系化合物；　キャプタン（ｃａｐｔａｎ）、カ
プタホール（ｃａｐｔａｆｏｌ）、フォルペット（ｆｏｌｐｅｔ）などのＮ－ハロゲノチ
オアルキル系化合物；　プロシミドン（ｐｒｏｃｙｍｉｄｏｎｅ）、イプロジオン（ｉｐ
ｒｏｄｉｏｎｅ）、ビンクロゾリン（ｖｉｎｃｌｏｚｏｌｉｎ）などのジカルボキシイミ
ド系化合物；　フルトラニル（ｆｌｕｔｏｌａｎｉｌ）、メプロニル（ｍｅｐｒｏｎｉｌ
）、フラメトピル（ｆｕｒａｍｅｔｐｙｒ）、チフルザミド（ｔｈｉｆｌｕｚａｍｉｄｅ
）、ボスカリド（ｂｏｓｃａｌｉｄ）、ペンチオピラド（ｐｅｎｔｈｉｏｐｙｒａｄ）、
イソフェタミド（ｉｓｏｆｅｔａｍｉｄ）、フルオピラム（ｆｌｕｏｐｙｒａｍ）、セダ
キサン（ｓｅｄａｘａｎｅ）、ビキサフェン（ｂｉｘａｆｅｎ）、ペンフルフェン（ｐｅ
ｎｆｌｕｆｅｎ）、フロキサピロキサド（ｆｌｕｘａｐｙｒｏｘａｄ）、イソピラザム（
ｉｓｏｐｙｒａｚａｍ）、ベンゾビンディフルピル（ｂｅｎｚｏｖｉｎｄｉｆｌｕｐｙｒ
）などのカルボキシアニリド系化合物；　フェンプロピモルフ（ｆｅｎｐｒｏｐｉｍｏｒ
ｐｈ）、ジメトモルフ（ｄｉｍｅｔｈｏｍｏｒｐｈ）などのモルフォリン系化合物；　水
酸化トリフェニルスズ（ｆｅｎｔｉｎ　ｈｙｄｒｏｘｉｄｅ）、酢酸トリフェニルスズ（
ｆｅｎｔｉｎ　ａｃｅｔａｔｅ）などの有機スズ系化合物；　フルジオキソニル（ｆｌｕ
ｄｉｏｘｏｎｉｌ）、フェンピクロニル（ｆｅｎｐｉｃｌｏｎｉｌ）などのシアノピロー
ル系化合物；　その他トリシクラゾール（ｔｒｉｃｙｃｌａｚｏｌｅ）、ピロキロン（ｐ
ｙｒｏｑｕｉｌｏｎ）、カルプロパミド（ｃａｒｐｒｏｐａｍｉｄ）、ジクロシメット（
ｄｉｃｌｏｃｙｍｅｔ）、フェノキサニル（ｆｅｎｏｘａｎｉｌ）、フサライド（ｆｔｈ
ａｌｉｄｅ）、フルアジナム（ｆｌｕａｚｉｎａｍ）、シモキサニル（ｃｙｍｏｘａｎｉ
ｌ）、トリホリン（ｔｒｉｆｏｒｉｎｅ）、ピリフェノックス（ｐｙｒｉｆｅｎｏｘ）、
フェンプロピディン（ｆｅｎｐｒｏｐｉｄｉｎ）、ペンシクロン（ｐｅｎｃｙｃｕｒｏｎ
）、フェリムゾン（ｆｅｒｉｍｚｏｎｅ）、シアゾファミド（ｃｙａｚｏｆａｍｉｄ）、
アミスルブロム（ａｍｉｓｕｌｂｒｏｍ）、イプロバリカルブ（ｉｐｒｏｖａｌｉｃａｒ
ｂ）、ベンチアバリカルブイソプロピル（ｂｅｎｔｈｉａｖａｌｉｃａｒｂ－ｉｓｏｐｒ
ｏｐｙｌ）、イミノクタジンアルベシル酸塩（ｉｍｉｎｏｃｔａｄｉｎｅ－ａｌｂｅｓｉ
ｌａｔｅ）、シフルフェナミド（ｃｙｆｌｕｆｅｎａｍｉｄ）、カスガマイシン（ｋａｓ
ｕｇａｍｙｃｉｎ）、バリダマイシン（ｖａｌｉｄａｍｙｃｉｎ）、イソプロチオラン（
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ｉｓｏｐｒｏｔｈｉｏｌａｎｅ）、ストレプトマイシン（ｓｔｒｅｐｔｏｍｙｃｉｎ）、
オキソリニック酸（ｏｘｏｌｉｎｉｃ－ａｃｉｄ）、テブフロキン（ｔｅｂｕｆｌｏｑｕ
ｉｎ）、プロベナゾール（ｐｒｏｂｅｎａｚｏｌｅ）、チアジニル（ｔｉａｄｉｎｉｌ）
イソチアニル（ｉｓｏｔｉａｎｉｌ）、トルプロカルブ（ｔｏｌｐｒｏｃａｒｂ）、ＭＩ
Ｆ－１００２などの殺菌剤、　アクリナトリン（ａｃｒｉｎａｔｈｒｉｎ）、アレスリン
（ａｌｌｅｔｈｒｉｎ）［（１Ｒ）－アイソマー］、ビフェントリン（ｂｉｆｅｎｔｈｒ
ｉｎ）、ビオアレスリン（ｂｉｏａｌｌｅｔｈｒｉｎ）、ビオアレスリン　Ｓ－シクロペ
ンテニル　アイソマー（ｂｉｏａｌｌｅｔｈｒｉｎ　Ｓ－ｃｙｃｌｏｐｅｎｔｅｎｙｌ　
　ｉｓｏｍｅｒ）、ビオレスメトリン（ｂｉｏｒｅｓｍｅｔｈｒｉｎ）、シクロプロトリ
ン（ｃｙｃｌｏｐｒｏｔｈｒｉｎ）、シフルトリン（ｃｙｆｌｕｔｈｒｉｎ）、ベータ－
シフルトリン（ｂｅｔａ－ｃｙｆｌｕｔｈｒｉｎ）、シハロトリン（ｃｙｈａｌｏｔｈｒ
ｉｎ）、ガンマ－シハロトリン（ｇａｍｍａ－ｃｙｈａｌｏｔｈｒｉｎ）、ラムダ－シハ
ロトリン（ｌａｍｂｄａ－ｃｙｈａｌｏｔｈｒｉｎ）、シペルメトリン（ｃｙｐｅｒｍｅ
ｔｈｒｉｎ）、アルファ－シペルメトリン（ａｌｐｈａ－ｃｙｐｅｒｍｅｔｈｒｉｎ）、
ベータ－シペルメトリン（ｂｅｔａ－ｃｙｐｅｒｍｅｔｈｒｉｎ）、セタ－シペルメトリ
ン（ｔｈｅｔａ－ｃｙｐｅｒｍｅｔｈｒｉｎ）、ゼダ－シペルメトリン（ｚｅｔａ－ｃｙ
ｐｅｒｍｅｔｈｒｉｎ）、シフェノトリン［（１Ｒ）－トランス－アイソマー］（ｃｙｐ
ｈｅｎｏｔｈｒｉｎ　［（１Ｒ）－ｔｒａｎｓ－ｉｓｏｍｅｒ］）、デルタメトリン（ｄ
ｅｌｔａｍｅｔｈｒｉｎ）、エンペントリン［（ＥＺ）－（１Ｒ）－アイソマー］（ｅｍ
ｐｅｎｔｈｒｉｎ［（ＥＺ）－（１Ｒ）－ｉｓｏｍｅｒ］）、エスフェンバレレート（ｅ
ｓｆｅｎｖａｌｅｒａｔｅ）、エトフェンプロックス（ｅｔｈｏｆｅｎｐｒｏｘ）、フェ
ンプロパトリン（ｆｅｎｐｒｏｐａｔｈｒｉｎ）、フェンバレレート（ｆｅｎｖａｌｅｒ
ａｔｅ）、フルシトリネート（ｆｌｕｃｙｔｈｒｉｎａｔｅ）、フルメトリン（ｆｌｕｍ
ｅｔｈｒｉｎ）、タウ－フルバリネート（ｔａｕ－ｆｌｕｖａｌｉｎａｔｅ）、ハルフェ
ンプロックス（ｈａｌｆｅｎｐｒｏｘ）、イミプロトリン（ｉｍｉｐｒｏｔｈｒｉｎ）、
メトトリン（ｍｅｔｈｏｔｈｒｉｎ）、メトフルトリン（ｍｅｔｏｆｌｕｔｈｒｉｎ）、
ペルメトリン（ｐｅｒｍｅｔｈｒｉｎ）、フェノトリン［（１Ｒ）－トランス－アイソマ
ー］（ｐｈｅｎｏｔｈｒｉｎ［（１Ｒ）－ｔｒａｎｓ－ｉｓｏｍｅｒ］）、プラレトリン
（ｐｒａｌｌｅｔｈｒｉｎ）、レスメトリン（ｒｅｓｍｅｔｈｒｉｎ）、ＲＵ１５５２５
（カデトリン（ｋａｄｅｔｈｒｉｎ））、シラフルオフェン（ｓｉｌａｆｌｕｏｆｅｎ）
、テフルトリン（ｔｅｆｌｕｔｈｒｉｎ）、テトラメトリン（ｔｅｔｒａｍｅｔｈｒｉｎ
）、テトラメトリン［（１Ｒ）－アイソマー］（ｔｅｔｒａｍｅｔｈｒｉｎ［（１Ｒ）－
ｉｓｏｍｅｒ］）、トラロメトリン（ｔｒａｌｏｍｅｔｈｒｉｎ）、トランスフルトリン
（ｔｒａｎｓｆｌｕｔｈｒｉｎ）、ＺＸＩ８９０１、バイオペルメトリン（ｂｉｏｐｅｒ
ｍｅｔｈｒｉｎ）、フラメトリン（ｆｕｒａｍｅｔｈｒｉｎ）、プロフルトリン（ｐｒｏ
ｆｌｕｔｈｒｉｎ）、フルブロシトリネート（ｆｌｕｂｒｏｃｙｔｈｒｉｎａｔｅ）、ジ
メフルトリン（ｄｉｍｅｆｌｕｔｈｒｉｎ）などのピレスロイド系化合物又はこれらの各
種異性体；
アセフェート（ａｃｅｐｈａｔｅ）、アザメチホス（ａｚａｍｅｔｈｉｐｈｏｓ）、アジ
ンホス－メチル（ａｚｉｎｐｈｏｓ－ｍｅｔｈｙｌ）、アジンホス－エチル（ａｚｉｎｐ
ｈｏｓ－ｅｔｈｙｌ）、カズサホス（ｃａｄｕｓａｆｏｓ）、クロルエトキシホス（ｃｈ
ｌｏｒｅｔｈｏｘｙｆｏｓ）、クロルフェンビンホス（ｃｈｌｏｒｆｅｎｖｉｎｐｈｏｓ
）、クロルメホス（ｃｈｌｏｒｍｅｐｈｏｓ）、クロルピリホス（ｃｈｌｏｒｐｙｒｉｆ
ｏｓ）、クロルピリホス－メチル（ｃｈｌｏｒｐｙｒｉｆｏｓ－ｍｅｔｈｙｌ）、クマホ
ス（ｃｏｕｍａｐｈｏｓ）、ＣＹＡＰ（シアノホス（ｃｙａｎｏｐｈｏｓ））、デメトン
－Ｓ－メチル（ｄｅｍｅｔｏｎ－Ｓ－ｍｅｔｈｙｌ）、ダイアジノン（ｄｉａｚｉｎｏｎ
）、ＥＣＰ（ジクロフェンチオン（ｄｉｃｈｌｏｆｅｎｔｈｉｏｎ））、ＤＤＶＰ（ジク
ロルボス（ｄｉｃｈｌｏｒｖｏｓ））、ジクロトホス（ｄｉｃｒｏｔｏｐｈｏｓ）、ジメ
トエート（ｄｉｍｅｔｈｏａｔｅ）、ジメチルビンホス（ｄｉｍｅｔｈｙｌｖｉｎｐｈｏ
ｓ）、ジスルホトン（エチルチオメトン）（ｄｉｓｕｌｆｏｔｏｎ）、ＥＰＮ（Ｏ－エチ
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ル　Ｏ－４－ニトロフェニル　フェニルホスホノチオアート（Ｏ－ｅｔｈｙｌ　Ｏ－４－
ｎｉｔｒｏｐｈｅｎｙｌ　ｐｈｅｎｙｌｐｈｏｓｐｈｏｎｏｔｈｉｏａｔｅ））、エチオ
ン（ｅｔｈｉｏｎ）、エトプロホス（ｅｔｈｏｐｒｏｐｈｏｓ）、ファムフール（Ｆａｍ
ｐｈｕｒ）、フェナミホス（ｆｅｎａｍｉｐｈｏｓ）、ＭＥＰ（フェニトロチオン（ｆｅ
ｎｉｔｒｏｔｈｉｏｎ））、ＭＰＰ（フェンチオン（ｆｅｎｔｈｉｏｎ））、ホスチアゼ
ート（ｆｏｓｔｈｉａｚａｔｅ）、ヘプテノホス（ｈｅｐｔｅｎｏｐｈｏｓ）、イソフェ
ンホス－メチル（ｉｓｏｆｅｎｐｈｏｓ－ｍｅｔｈｙｌ）、イソカルボホス（Ｉｓｏｃａ
ｒｂｏｐｈｏｓ）（イソプロピル　Ｏ－（メトキシアミノチオ＝ホスホリル）　サリチラ
ート）、イソキサチオン（ｉｓｏｘａｔｈｉｏｎ）、マラチオン（ｍａｌａｔｈｉｏｎ）
、メカルバム（ｍｅｃａｒｂａｍ）、メタミドホス（ｍｅｔｈａｍｉｄｏｐｈｏｓ）、Ｄ
ＭＴＰ（メチダチオン（ｍｅｔｈｉｄａｔｈｉｏｎ））、メビンホス（ｍｅｖｉｎｐｈｏ
ｓ）、モノクロトホス（ｍｏｎｏｃｒｏｔｏｐｈｏｓ）、ＢＲＰ（ナレッド（ｎａｌｅｄ
））、オメトエート（ｏｍｅｔｈｏａｔｅ）、オキシデメトン－メチル（ｏｘｙｄｅｍｅ
ｔｏｎ－ｍｅｔｈｙｌ）、パラチオン（ｐａｒａｔｈｉｏｎ）、パラチオン－メチル（ｐ
ａｒａｔｈｉｏｎ－ｍｅｔｈｙｌ）、ＰＡＰ（フェントエート（ｐｈｅｎｔｈｏａｔｅ）
）、ホレート（ｐｈｏｒａｔｅ）、ホサロン（ｐｈｏｓａｌｏｎｅ）、ホスメット（ｐｈ
ｏｓｍｅｔ）、ホスファミドン（ｐｈｏｓｐｈａｍｉｄｏｎ）、ホキシム（ｐｈｏｘｉｍ
）、ピリミホス－メチル（ｐｉｒｉｍｉｐｈｏｓ－ｍｅｔｈｙｌ）、プロフェノホス（ｐ
ｒｏｆｅｎｏｆｏｓ）、プロペタンホス（ｐｒｏｐｅｔａｍｐｈｏｓ）、プロチオホス（
ｐｒｏｔｈｉｏｆｏｓ）、ピラクロホス（ｐｙｒａｃｌｏｆｏｓ）、ピリダフェンチオン
（ｐｙｒｉｄａｐｈｅｎｔｈｉｏｎ）、キナルホス（ｑｕｉｎａｌｐｈｏｓ）、スルホテ
ップ（Ｓｕｌｆｏｔｅｐ）、テブピリムホス（ｔｅｂｕｐｉｒｉｍｆｏｓ）、テメホス（
ｔｅｍｅｐｈｏｓ）、テルブホス（ｔｅｒｂｕｆｏｓ）、チオメトン（ｔｈｉｏｍｅｔｏ
ｎ）、トリアゾホス（ｔｒｉａｚｏｐｈｏｓ）、ＤＥＰ（トリクロルホン（ｔｒｉｃｈｌ
ｏｒｆｏｎ））、バミドチオン（ｖａｍｉｄｏｔｈｉｏｎ）、Ｂａｙｅｒ　２２／１９０
　（クロルチオン（ｃｈｌｏｒｏｔｈｉｏｎ））、ブロムフェンビンホス（ｂｒｏｍｆｅ
ｎｖｉｎｆｏｓ）、ブロモホス（ｂｒｏｍｏｐｈｏｓ）、ブロモホス－エチル（ｂｒｏｍ
ｏｐｈｏｓ－ｅｔｈｙｌ）、ブタチオホス（ｂｕｔａｔｈｉｏｆｏｓ）、カルボフェノチ
オン（ｃａｒｂｏｐｈｅｎｏｔｈｉｏｎ）、クロルホキシム（Ｃｈｌｏｒｐｈｏｘｉｍ）
、スルプロホス（ｓｕｌｐｒｏｆｏｓ）、ジアミダホス（ｄｉａｍｉｄａｆｏｓ）、ＣＶ
ＭＰ（テトラクロルビンホス（ｔｅｔｒａｃｈｌｏｒｖｉｎｐｈｏｓ））、プロパホス（
ｐｒｏｐａｐｈｏｓ）、メスルフェンホス（ｍｅｓｕｌｆｅｎｆｏｓ）、ジオキサベンゾ
ホス（サリチオン）（ｄｉｏｘａｂｅｎｚｏｆｏｓ）、エトリムホス（ｅｔｒｉｍｆｏｓ
）、オキシデプロホス（ｏｘｙｄｅｐｒｏｆｏｓ）、ホルモチオン（ｆｏｒｍｏｔｈｉｏ
ｎ）、フェンスルホチオン（ｆｅｎｓｕｌｆｏｔｈｉｏｎ）、イサゾホス（ｉｓａｚｏｆ
ｏｓ）、イミシアホス（ｉｍｉｃｙａｆｏｓ）（ＡＫＤ３０８８）、イサミドホス（ｉｓ
ａｍｉｄｏｆｏｓ）、チオナジン（ｔｈｉｏｎａｚｉｎ）、ホスチエタン（ｆｏｓｔｈｉ
ｅｔａｎ）などの有機リン系化合物；　ホスホカルブ（ｐｈｏｓｐｈｏｃａｒｂ）、アラ
ニカルブ（ａｌａｎｙｃａｒｂ）、ブトカルボキシム（ｂｕｔｏｃａｒｂｏｘｉｍ）、ブ
トキシカルボキシム（ｂｕｔｏｘｙｃａｒｂｏｘｉｍ）、チオジカルブ（ｔｈｉｏｄｉｃ
ａｒｂ）、チオファノックス（Ｔｈｉｏｆａｎｏｘ）などのオキシム・カーバメート系化
合物；　アルジカルブ（ａｌｄｉｃａｒｂ）、ベンジオカルブ（ｂｅｎｄｉｏｃａｒｂ）
、ベンフラカルブ（ｂｅｎｆｕｒａｃａｒｂ）、ＮＡＣ（カルバリル（ｃａｒｂａｒｙｌ
））、カルボフラン（ｃａｒｂｏｆｕｒａｎ）、カルボスルファン（ｃａｒｂｏｓｕｌｆ
ａｎ）、エチオフェンカルブ（ｅｔｈｉｏｆｅｎｃａｒｂ）、ＢＰＭＣ（フェノブカルブ
（ｆｅｎｏｂｕｃａｒｂ））、ホルメタネート（Ｆｏｒｍｅｔａｎａｔｅ）、フラチオカ
ルブ（ｆｕｒａｔｈｉｏｃａｒｂ）、ＭＩＰＣ（イソプロカルブ（ｉｓｏｐｒｏｃａｒｂ
））、メチオカルブ（ｍｅｔｈｉｏｃａｒｂ）、メソミル（ｍｅｔｈｏｍｙｌ）、オキサ
ミル（ｏｘａｍｙｌ）、ピリミカーブ（ｐｉｒｉｍｉｃａｒｂ）、ＰＨＣ（プロポキスル
（ｐｒｏｐｏｘｕｒ））、トリメタカルブ（ｔｒｉｍｅｔｈａｃａｒｂ）、ＸＭＣ（３，
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５－ｘｙｌｙｌ　ｍｅｔｈｙｌｃａｒｂａｍａｔｅ）、アリキシカルブ（ａｌｌｙｘｙｃ
ａｒｂ）、アルドキシカルブ（ａｌｄｏｘｙｃａｒｂ）、ブフェンカルブ（ｂｕｆｅｎｃ
ａｒｂ）、ブタカルブ（ｂｕｔａｃａｒｂ）、カーバノレート（ｃａｒｂａｎｏｌａｔｅ
）、ＭＴＭＣ（メトルカルブ（ｍｅｔｏｌｃａｒｂ））、ＭＰＭＣ（キシルイルカルブ（
ｘｙｌｙｌｃａｒｂ））、フェノチオカルブ（ｆｅｎｏｔｈｉｏｃａｒｂ）、ベンダイオ
カルブ（ｂｅｎｄｉｏｃａｒｂ）などのカーバメート系化合物；　アセタミプリド（ａｃ
ｅｔａｍｉｐｒｉｄ）、クロチアニジン（ｃｌｏｔｈｉａｎｉｄｉｎ）、ジノテフラン（
ｄｉｎｏｔｅｆｕｒａｎ）、イミダクロプリド（ｉｍｉｄａｃｌｏｐｒｉｄ）、ニテンピ
ラム（ｎｉｔｅｎｐｙｒａｍ）、チアクロプリド（ｔｈｉａｃｌｏｐｒｉｄ）、チアメト
キサム（ｔｈｉａｍｅｔｈｏｘａｍ）などのネオニコチノイド系化合物；　クロマフェノ
ジド（ｃｈｒｏｍａｆｅｎｏｚｉｄｅ）、ハロフェノジド（ｈａｌｏｆｅｎｏｚｉｄｅ）
、メトキシフェノジド（ｍｅｔｈｏｘｙｆｅｎｏｚｉｄｅ）、テブフェノジド（ｔｅｂｕ
ｆｅｎｏｚｉｄｅ）などのジアシルヒドラジン系化合物、　ビストリフルロン（ｂｉｓｔ
ｒｉｆｌｕｒｏｎ）、クロルフルアズロン（ｃｈｌｏｒｆｌｕａｚｕｒｏｎ）、ジフルベ
ンズロン（ｄｉｆｌｕｂｅｎｚｕｒｏｎ）、フルシクロクスロン（ｆｌｕｃｙｃｌｏｘｕ
ｒｏｎ）、フルフェノクスロン（ｆｌｕｆｅｎｏｘｕｒｏｎ）、ヘキサフルムロン（ｈｅ
ｘａｆｌｕｍｕｒｏｎ）、ルフェヌロン（ｌｕｆｅｎｕｒｏｎ）、ノバルロン（ｎｏｖａ
ｌｕｒｏｎ）、ノビフルムロン（ｎｏｖｉｆｌｕｍｕｒｏｎ）、テフルベンズロン（ｔｅ
ｆｌｕｂｅｎｚｕｒｏｎ）、トリフルムロン（ｔｒｉｆｌｕｍｕｒｏｎ）などのベンゾイ
ルウレア系化合物；　フェノキシカルブ（ｆｅｎｏｘｙｃａｒｂ）、ヒドロプレン（ｈｙ
ｄｒｏｐｒｅｎｅ）、キノプレン（ｋｉｎｏｐｒｅｎｅ）、メソプレン（ｍｅｔｈｏｐｒ
ｅｎｅ）、ピリプロキシフェン（ｐｙｒｉｐｒｏｘｙｆｅｎ）、などの幼若ホルモン系化
合物；　クロルデン（ｃｈｌｏｒｄａｎｅ）、エンドスルファン（ｅｎｄｏｓｕｌｆａｎ
）、リンデン（ｌｉｎｄａｎｅ（ｇａｍｍａ－ＨＣＨ））、ジエノクロル（ｄｉｅｎｏｃ
ｈｌｏｒ）などのシクロジエン有機塩素系化合物；　カルタップ塩酸塩（Ｃａｒｔａｐ　
ｈｙｄｒｏｃｈｌｏｒｉｄｅ）、チオシクラム（ｔｈｉｏｃｙｃｌａｍ）などの２－ジメ
チルアミノプロパン－１，３－ジチオール系化合物；　アミトラズ（ａｍｉｔｒａｚ）な
どのアミジン系化合物；　エチプロール（ｅｔｈｉｐｒｏｌｅ）、フィプロニル（ｆｉｐ
ｒｏｎｉｌ）、アセトプロール（ａｃｅｔｏｐｒｏｌｅ）などのフェニルピラゾール系化
合物；　アゾシクロチン（ａｚｏｃｙｃｌｏｔｉｎ）、シヘキサチン（ｃｙｈｅｘａｔｉ
ｎ）、酸化フェンブタスズ（フェンブタチンオキシド）（ｆｅｎｂｕｔａｔｉｎ　ｏｘｉ
ｄｅ）などの有機スズ系化合物；　フェナザキン（ｆｅｎａｚａｑｕｉｎ）、フェンピロ
キシメート（ｆｅｎｐｙｒｏｘｉｍａｔｅ）、ピリダベン（ｐｙｒｉｄａｂｅｎ）、ピリ
ミジフェン（ｐｙｒｉｍｉｄｉｆｅｎ）、テブフェンピラド（ｔｅｂｕｆｅｎｐｙｒａｄ
）、トルフェンピラド（ｔｏｌｆｅｎｐｙｒａｄ）などのＭＥＴＩ系化合物；　ブロモプ
ロピレート（ｂｒｏｍｏｐｒｏｐｙｌａｔｅ）などのベンジレート系化合物；　クロルフ
ェナピル（ｃｈｌｏｒｆｅｎａｐｙｒ）などのアリルピロール系化合物；　ＤＮＯＣ、ビ
ナパクリル（ｂｉｎａｐａｃｒｙｌ）などのジニトロフェノール系化合物；　クロラント
ラニリプロール（ｃｈｌｏｒａｎｔｒａｎｉｌｉｐｒｏｌｅ）、シアントラニリプロール
（ｃｙａｎｔｒａｎｉｌｉｐｒｏｌｅ）などのアントラニル・ジアミド系化合物；　イン
ドキサカルブ（ｉｎｄｏｘａｃａｒｂ）などのオキサジアジン系化合物；　メタフルミゾ
ン（ｍｅｔａｆｌｕｍｉｚｏｎｅ）などのセミカルバゾン系化合物；　スピロジクロフェ
ン（ｓｐｉｒｏｄｉｃｌｏｆｅｎ）、スピロメシフェン（ｓｐｉｒｏｍｅｓｉｆｅｎ）、
スピロテトラマト（ｓｐｉｒｏｔｅｔｒａｍａｔ）などのテトロン酸系化合物；　トリア
ザメート（ｔｒｉａｚａｍａｔｅ）などのカルバモイルトリアゾール系化合物；　ジフロ
ビダジン（ｄｉｆｌｏｖｉｄａｚｉｎ）などのテトラジン系化合物；
アバメクチン（ａｂａｍｅｃｔｉｎ）、エマメクチン安息香酸塩（ｅｍａｍｅｃｔｉｎ　
ｂｅｎｚｏａｔｅ）、ミルベメクチン（ｍｉｌｂｅｍｅｃｔｉｎ）、レピメクチン（ｌｅ
ｐｉｍｅｃｔｉｎ）、アセキノシル（ａｃｅｑｕｉｎｏｃｙｌ）、アザジラクチン（ａｚ
ａｄｉｒａｃｈｔｉｎ）、ベンスルタップ（ｂｅｎｓｕｌｔａｐ）、ベンゾキシメート（
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Ｂｅｎｚｏｘｉｍａｔｅ）、ビフェナゼート（ｂｉｆｅｎａｚａｔｅ）、ブプロフェジン
（ｂｕｐｒｏｆｅｚｉｎ）、ＣＧＡ－５０４３９、キノメチオネート（ｃｈｉｎｏｍｅｔ
ｈｉｏｎａｔ）、クロフェンテジン（ｃｌｏｆｅｎｔｅｚｉｎｅ）、クリオライト（ｃｒ
ｙｏｌｉｔｅ）、シロマジン（ｃｙｒｏｍａｚｉｎｅ）、ダゾメット（ｄａｚｏｍｅｔ）
、ＤＣＩＰ、ＤＤＴ、ジアフェンチウロン（ｄｉａｆｅｎｔｈｉｕｒｏｎ）、Ｄ－Ｄ（１
，３－ジクロロプロペン（１，３－Ｄｉｃｈｌｏｒｏｐｒｏｐｅｎｅ））、ジコホール（
ｄｉｃｏｆｏｌ）、ジシクラニル（ｄｉｃｙｃｌａｎｉｌ）、ジノブトン（ｄｉｎｏｂｕ
ｔｏｎ）、ジノカップ（ｄｉｎｏｃａｐ）、ＥＮＴ　８１８４、エトキサゾール（ｅｔｏ
ｘａｚｏｌｅ）、フロニカミド（ｆｌｏｎｉｃａｍｉｄ）、フルアクリピリム（ｆｌｕａ
ｃｒｙｐｙｒｉｍ）、フルベンジアミド（ｆｌｕｂｅｎｄｉａｍｉｄｅ）、ＧＹ－８１（
ペルオキソカルボナート）、ヘキシチアゾクス（ｈｅｘｙｔｈｉａｚｏｘ）、ヒドラメチ
ルノン（ｈｙｄｒａｍｅｔｈｙｌｎｏｎ）、ヨウ化メチル（ｍｅｔｈｙｌ　ｉｏｄｉｄｅ
）、カランジン（ｋａｒａｎｊｉｎ）、ＭＢ－５９９（ｖｅｒｂｕｔｉｎ）、　メタム（
ｍｅｔａｍ）、メトキシクロール（ｍｅｔｈｏｘｙｃｈｌｏｒ）、メチルイソチオシアネ
ート（ｍｅｔｈｙｌ　ｉｓｏｔｈｉｏｃｙａｎａｔｅ）、ペンタクロロフェノール（ｐｅ
ｎｔａｃｈｌｏｒｏｐｈｅｎｏｌ）、ホスフィン（ｐｈｏｓｐｈｉｎｅ）、ピペロニル　
ブトキシド（ｐｉｐｅｒｏｎｙｌ　ｂｕｔｏｘｉｄｅ）、ポリナクチン複合体（ｐｏｌｙ
ｎａｃｔｉｎｓ）、ＢＰＰＳ（プロパルギット（ｐｒｏｐａｒｇｉｔｅ））、ピメトロジ
ン（ｐｙｍｅｔｒｏｚｉｎｅ）、ピレトリン（ｐｙｒｅｔｈｒｉｎｓ）、ピリダリル（ｐ
ｙｒｉｄａｌｙｌ）、ロテノン（ｒｏｔｅｎｏｎｅ）、Ｓ４２１（ビス（２，３，３，３
－テトラクロロプロピル）エーテル）、サバディラ（ｓａｂａｄｉｌｌａ）、スピノサド
（ｓｐｉｎｏｓａｄ）、スピネトラム（ｓｐｉｎｅｔｏｒａｍ）、スルコフロン塩（スル
コフロン－ナトリウム（ｓｕｌｃｏｆｕｒｏｎ－ｓｏｄｉｕｍ））、スルフルラミド（ｓ
ｕｌｆｌｕｒａｍｉｄ）、テトラジホン（ｔｅｔｒａｄｉｆｏｎ）、チオスルタップ（ｔ
ｈｉｏｓｕｌｔａｐ）、トリブホス（Ｔｒｉｂｕｆｏｓ）、アルドリン（ａｌｄｒｉｎ）
、アミジチオオン（ａｍｉｄｉｔｈｉｏｎ）、アミドチオエート（ａｍｉｄｏｔｈｉｏａ
ｔｅ）、アミノカルブ（ａｍｉｎｏｃａｒｂ）、アミトン（ａｍｉｔｏｎ）、アラマイト
（ａｒａｍｉｔｅ）、アチダチオン（ａｔｈｉｄａｔｈｉｏｎ）、アゾトエート（ａｚｏ
ｔｈｏａｔｅ）、ポリスルフィドバリウム（ｂａｒｉｕｍ　ｐｏｌｙｓｕｌｐｈｉｄｅ）
、Ｂａｙｅｒ　２２４０８、Ｂａｙｅｒ　３２３９４、ベンクロチアズ（ｂｅｎｃｌｏｔ
ｈｉａｚ）、５－（１，３－ベンゾジオキソール－５－イル）－３－ヘキシルシクロヘキ
サ－２－エノン、１，１－ビス（４－クロロフェニル）－２－エトキシエタノール、ブト
ネート（ｂｕｔｏｎａｔｅ）、ブトピロノキシル（ｂｕｔｏｐｙｒｏｎｏｘｙｌ）、２－
（２－ブトキシエトキシ）エチル　チオシアナート、カンフェクロル（ｃａｍｐｈｅｃｈ
ｌｏｒ）、クロルベンシド（ｃｈｌｏｒｂｅｎｓｉｄｅ）、クロルデコン（ｃｈｌｏｒｄ
ｅｃｏｎｅ）、クロルジメホルム（ｃｈｌｏｒｄｉｍｅｆｏｒｍ）、クロルフェネトール
（ｃｈｌｏｒｆｅｎｅｔｈｏｌ）、クロルフェンソン（ｃｈｌｏｒｆｅｎｓｏｎ）、イソ
プロチオラン（ｉｓｏｐｒｏｔｈｉｏｌａｎｅ）、フルアズロン（ｆｌｕａｚｕｒｏｎ）
、メタアルデヒド（ｍｅｔａｌｄｅｈｙｄｅ）、フェニソブロモレート（ｐｈｅｎｉｓｏ
ｂｒｏｍｏｌａｔｅ）、フルアジナム（ｆｌｕａｚｉｎａｍ）、ビアラホス（ｂｉａｌａ
ｐｈｏｓ）、ベノミル（ｂｅｎｏｍｙｌ）、塩酸レバミゾール（ｌｅｖａｍｉｓｏｌ）、
ピリフルキナゾン（ｐｙｒｉｆｌｕｑｕｉｎａｚｏｎ）、シフルメトフェン（ｃｙｆｌｕ
ｍｅｔｏｆｅｎ）、アミドフルメト（ａｍｉｄｏｆｌｕｍｅｔ）、ＩＫＡ－２００５、シ
エノピラフェン（ｃｙｅｎｏｐｙｒａｆｅｎ）（ＮＣ５１２）、スルホキサフロール（ｓ
ｕｌｆｏｘａｆｌｏｒ）、ピラフルプロール（ｐｙｒａｆｌｕｐｒｏｌｅ）（Ｖ３０３９
）、ピリプロール（ｐｙｒｉｐｒｏｌｅ）（Ｖ３０８６）、トラロピリル（ｔｒａｌｏｐ
ｙｒｉｌ）、フルピラゾフォス（ｆｌｕｐｙｒａｚｏｆｏｓ）、ジオフェノラン（ｄｉｏ
ｆｅｎｏｌａｎ）、クロルベンジレート（ｃｈｌｏｒｏｂｅｎｚｉｌａｔｅ）、フルフェ
ンジン（ｆｌｕｆｅｎｚｉｎｅ）、ベンゾメート（ｂｅｎｚｏｍａｔｅ）、フルフェネリ
ム（ｆｌｕｆｅｎｅｒｉｍ）、Ｔｒｉｐｒｏｐｙｌ　ｉｓｏｃｙａｎｕｒａｔｅ（ＴＰＩ
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Ｃ）、アルベンダゾール（ａｌｂｅｎｄａｚｏｌｅ）、オキシベンダゾール（ｏｘｉｂｅ
ｎｄａｚｏｌｅ）、フェンベンダゾール（ｆｅｎｂｅｎｄａｚｏｌｅ）、メタム・ナトリ
ウム（ｍｅｔａｍ－ｓｏｄｉｕｍ）、１，３－ジクロロプロペン（１，３－ｄｉｃｈｌｏ
ｒｏｐｒｏｐｅｎｅ）、フルピラジフロン（ｆｌｕｐｙｒａｄｉｆｕｒｏｎｅ）、アフィ
ドピロペン（ａｆｉｄｏｐｙｒｏｐｅｎ）、フロメトキン（ｆｌｏｍｅｔｏｑｕｉｎ）、
ピフルブミド（ｐｙｆｌｕｂｕｍｉｄｅ）、フルエンスルホン（ｆｌｕｅｎｓｕｌｆｏｎ
ｅ））、ＩＫＩ－３１０６などの殺虫剤、殺ダニ剤又は殺線虫剤を挙げることができる。
【００６１】
　同時に処理される薬害軽減剤としては、これらに限定されるものではないが、例えば、
ベノキサコル（ｂｅｎｏｘａｃｏｒ）、フリラゾール（ｆｕｒｉｌａｚｏｌｅ）、ジクロ
ルミド（ｄｉｃｈｌｏｒｍｉｄ）、ジシクロノン（ｄｉｃｙｃｌｏｎｏｎ）、ＤＫＡ－２
４（Ｎ１，Ｎ２－ジアリル－Ｎ２－ジクロロアセチルグリシンアミド）、ＡＤ－６７（４
－ジクロロアセチル－１－オキサ－４－アザスピロ［４．５］デカン）、ＰＰＧ－１２９
２（２，２－ジクロロ－Ｎ－（１，３－ジオキサン－２－イルメチル）－Ｎ－（２－プロ
ペニル）アセトアミド）、Ｒ－２９１４８（３－ジクロロアセチル－２，２，５－トリメ
チル－１，３－オキサゾリジン）、クロキントセット－メキシル（ｃｌｏｑｕｉｎｔｃｅ
ｔ－ｍｅｘｙｌ）、ナフタル酸無水物（１，８－Ｎａｐｈｔｈａｌｉｃ　Ａｎｈｙｄｒｉ
ｄｅ）、メフェンピル－ジエチル（ｍｅｆｅｎｐｙｒ－ｄｉｅｔｈｙｌ）、メフェンピル
（ｍｅｆｅｎｐｙｒ）、メフェンピルエチル（ｍｅｆｅｎｐｙｒ－ｅｔｈｙｌ）、フェン
クロラゾール－エチル（ｆｅｎｃｈｌｏｒａｚｏｌｅ－ｅｔｈｙｌ）、フェンクロリム（
ｆｅｎｃｌｏｒｉｍ）、ＭＧ－１９１（２－ジクロロメチル－２－メチル－１，３－ジオ
キサン）、シオメトリニル（ｃｙｏｍｅｔｒｉｎｉｌ）、フルラゾール（ｆｌｕｒａｚｏ
ｌｅ）、フルキソフェニム（ｆｌｕｘｏｆｅｎｉｍ）、イソキサジフェン（ｉｓｏｘａｄ
ｉｆｅｎ）、イソキサジフェン－エチル（ｉｓｏｘａｄｉｆｅｎ－ｅｔｈｙｌ）、ダイム
ロン（ｄａｉｍｕｒｏｎ）、オキサベトリニル（ｏｘａｂｅｔｒｉｎｉｌ）、シプロスル
ファミド（ｃｙｐｒｏｓｕｌｆａｍｉｄｅ）低級アルキル置換安息香酸、クミルロン（ｃ
ｕｍｙｌｕｒｏｎ）又はＴＩ‐３５（１－ジクロロアセチルアゼパン）などを挙げること
ができ、１種又はそれ以上を組み合わせて使用することができる。
【００６２】
　同時に処理される植物生長剤としては、例えば、マレイン酸ヒドラジド又はその塩、ア
ブシジン酸、過酸化カルシウム、イナベンフィド、パクロブトラゾール、ウニコナゾール
、トリアペンテノール、サイコセルなどを挙げることができる。
　上記のように、乾燥工程に付され、種子表面の水分を蒸発させて酸化反応を停止させる
ことにより得られた鉄コーティングによる種子製剤は、原料として使用される作物種子の
保存方法に準じて、通常の方法で保存することができる。例えば、苗箱に平らになるよう
に敷き詰めて、熱がこもらないように育苗棚、苗運搬用のコンテナーなどを用いて保存す
ることが出来る。もちろん、当該種子製剤を脱気した密封容器や密封包装や例えば窒素置
換した密封容器に保存し、空気酸化の影響を受けないように保存することもできる。
【００６３】
　次に、本願の第３の発明である鉄コーティングによる種子製剤を用いる雑草防除方法に
ついて説明する。
　本発明の除草性組成物が処理された鉄コーティングによる種子製剤は、未処理の種子と
同様に、作物の種類に応じて、一般的な栽培方法で播種することができる。除草性組成物
が処理されているので、通常他の除草剤を散布する必要はないが、作物の生育状態を確認
し、必要に応じて他の除草剤と組み合わせて使用することができる。当該種子製剤は、土
壌表面であっても、湛水状態の土地に播種することができる。特に水稲種子は、水田の表
面でも、湛水状態で播種してもよく、落水状態で播種した後湛水してもよい。
【実施例】
【００６４】
　以下に、本発明に使用する除草性組成物の製剤例および雑草防除の試験例を示し具体的
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に説明するが、本発明はこれらに限られるものではない。なお、下記製剤例において、「
％」とあるのは、質量％を示す。
【００６５】
　製剤例１
　ピラゾレート原体（純度９３．７％）（６４．０質量部）、ニューコールＴＭ２９１Ｐ
Ｇ（日本乳化剤株式会社製、１．０質量部）、ＫＰ－１４３６（農薬用分散剤；花王株式
会社製、１．０質量部）および水道水（３４．０質量部）を混合し、アトライター１Ｓ　
型（三井金属鉱山製）にて湿式粉砕し、ピラゾレートスラリー（農薬活性成分量６０．０
％）を得た。
【００６６】
　製剤例２
　化合物（Ｉ）（４０．０質量部）、ニューコールＴＭ２９１ＰＧ（日本乳化剤株式会社
製、１．０質量部）、ＫＰ－１４３６（花王株式会社製、１．０質量部）および水道水（
５８．０質量部）を混合し、アトライター１Ｓ　型（三井金属鉱山製）にて湿式粉砕し、
化合物（Ｉ）スラリー（農薬活性成分量４０．０％）を得た。
【００６７】
　実施例１
　乾燥した水稲種子（品種：コシヒカリ）１００ｇを常温の水に１２時間浸種した後、十
分に水を切り、湿潤した水稲種子を得た。パンミキサー（ＡＳＯＮＥ製ＤＰＺ－０１型）
にこの湿潤種子を全量投入した後、種子が流動する速度でパンを回転しながら製剤例１の
ピラゾレートスラリーを８．０ｇ処理した。次いで、鉄粉と焼石膏の混合物（混合比１０
：１）７７ｇを、水道水約８ｇを追加しながらパンに入れて種子に粉衣させ、均一に鉄粉
と焼石膏の混合物が種子に粉衣された後、焼石膏３．５ｇを更に加えて粉衣した。得られ
た種子を７日間常温で乾燥し、処理鉄粉の酸化反応を停止させることにより、ピラゾレー
トが被覆された鉄コーティング種子製剤を得た。なお、ここで粉衣とは、前記の各成分が
粉の状態で種子表面に付着されることを意味する。
【００６８】
　実施例２
　乾燥した水稲種子（品種：コシヒカリ）１００ｇを常温の水に１２時間浸種した後、十
分に水を切り、湿潤した水稲種子を得た。パンミキサー（ＡＳＯＮＥ製ＤＰＺ－０１型）
にこの湿潤種子を全量投入した後、種子が流動する速度でパンを回転しながら製剤例１の
ピラゾレートスラリー８．０ｇと鉄粉と焼石膏の混合物（混合比１０：１）７７ｇの１０
分の１量を交互に、水道水約８ｇを追加しながらパンに入れて種子に粉衣させ、最後に焼
石膏３．５ｇを更に加えて粉衣した。得られた種子を常温で５日間乾燥し、処理鉄粉の酸
化反応を停止させることにより、ピラゾレートが被覆された鉄コーティング種子製剤を得
た。
【００６９】
　実施例３
　乾燥した水稲種子（品種：コシヒカリ）１００ｇを常温の水に１２時間浸種した後、十
分に水を切り、湿潤した水稲種子を得た。パンミキサー（ＡＳＯＮＥ製ＤＰＺ－０１型）
にこの湿潤種子を全量投入した後、種子が流動する速度でパンを回転しながら、水道水を
約８ｇピペットにて滴下しながら鉄粉と焼石膏の混合物（混合比１０：１）を７７ｇパン
に入れて種子に粉衣させた。均一に鉄粉と焼石膏の混合物が種子に粉衣された後、焼石膏
３．５ｇを更に加えた。常温で、得られた種子に水分を補給し、当該種子を乾燥させる工
程を約7日間繰り返した。得られた鉄コーティング種子は未だ酸化が停止しておらず常温
、相対湿度５０％条件下で発熱した。この種子全量をポリ袋に仕込み、製剤例１のピラゾ
レートスラリー８ｇを加えてピストン混合し、ピラゾレートが被覆された鉄コーティング
種子製剤を得た。
【００７０】
　実施例４
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　実施例１の製剤例１のピラゾレートスラリーの代わりに製剤例２の化合物（Ｉ）スラリ
ーを１．９２ｇ処理した以外は実施例１と同様にして、化合物（Ｉ）が被覆された鉄コー
ティング種子製剤を得た。
【００７１】
　比較例１
　乾燥した水稲種子（品種：コシヒカリ）１００ｇを常温の水に１２時間浸種した後、十
分に水を切った湿潤した水稲種子を得た。パンミキサー（ＡＳＯＮＥ製ＤＰＺ－０１型）
にこの湿潤種子を全量投入した後、種子が流動する速度でパンを回転しながら水道水８ｇ
をピペットにて滴下しながら鉄粉と焼石膏の混合物（混合比１０：１）を７７ｇパンに入
れて種子に粉衣させた。均一に鉄粉と焼石膏の混合物が種子に粉衣された後、焼石膏３．
５ｇを更に加えた。得られた種子を常温で酸化を促進するための水分補給を行わず、約3
日間乾燥させた。得られた鉄コーティング種子は、常温、相対湿度５０％条件下で発熱せ
ず、酸化が停止していた。この種子の全量をポリ袋に仕込み、製剤例１のピラゾレートス
ラリー８ｇを加えてピストン混合し、ピラゾレートが被覆された鉄コーティング種子製剤
を得た。
【００７２】
　比較例２
　比較例１の製剤例１のピラゾレートスラリーの代わりに製剤例２の化合物（Ｉ）スラリ
ーを１．９２ｇ処理した以外は比較例１と同様にして、化合物（Ｉ）が被覆された鉄コー
ティング種子製剤を得た。
【００７３】
　試験例１　ピラゾレートの溶出試験
　表面積９００ｃｍ２のコンテナーに水深４ｃｍとなるように水を加えた後、実施例１～
３および比較例１の鉄コーティング種子製剤を５粒ずつ４カ所に処理した。所定時間経過
後に水面下１ｃｍの位置の田面水を採取し、水中の除草活性成分の濃度（ピラゾレートの
活性本体であるＤＴＰ〔４－（２，４－ジクロロベンゾイル）－１，３－ジメチル－５－
ヒドロキシピラゾール〕の量）(ppm)を液体クロマトグラフィーにて測定した。その結果
を表１に示す。
【００７４】
【表１】

【００７５】
　本発明の実施例１～３の鉄コーティング種子製剤は比較例１の鉄コーティング種子製剤
と比較して高いＤＴＰの溶出が認められた。
【００７６】
試験例２　化合物（Ｉ）の溶出試験
　１００ｃｍ２のポットに水田土壌を充填し、水深４ｃｍとなるように水を加え後、実施
例４および比較例２の鉄コーティング種子製剤を５粒ずつ４カ所に処理した。所定時間経
過後に水面下１ｃｍの位置の田面水を採取し、水中の除草活性成分の濃度(ppm)を液体ク
ロマトグラフィーにて測定した。その結果を表２に示す。
【００７７】
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【表２】

【００７８】
　本発明の実施例４の鉄コーティング種子製剤は比較例２の鉄コーティング種子製剤と比
較して特に処理後初期に高い化合物（Ｉ）の溶出が認められた。
【００７９】
試験例３　薬効・薬害試験
　８００ｃｍ２のポットに水田土壌を充填し、代掻きした後、ホタルイ、コナギおよびア
ゼナの種子を播種し、土壌の表層に混ぜ込んだ。実施例１～４の鉄コーティング種子製剤
、比較例１～２の鉄コーティング種子製剤を水深１ｃｍの湛水状態で土壌表面に５粒ずつ
４カ所に播種した。播種２０日後に、下記判定基準にしたがって、生育抑制効果を判定し
た。その結果を表３に示す。
　判定基準
０：生育抑制率　０～９％
１：生育抑制率　１０～１８％
２：生育抑制率　１９～２７％
３：生育抑制率　２８～３６％
４：生育抑制率　３７～４５％
５：生育抑制率　４６～５４％
６：生育抑制率　５５～６３％
７：生育抑制率　６４～７２％
８：生育抑制率　７３～８１％
９：生育抑制率　８２～９０％
１０：生育抑制率　９１～１００％
【００８０】
【表３】

【００８１】
　試験例４　薬効・薬害試験
　水田圃場で、代掻きした後、５０ｃｍ×５０ｃｍの樹脂製枠を設置し、ホタルイ、コナ
ギおよびアゼナの種子を播種し、土壌の表層に混ぜ込んだ。実施例１～４の鉄コーティン
グ種子製剤、比較例１～２の鉄コーティング種子製剤を水深３ｃｍの湛水状態で土壌表面
に５粒ずつ１２カ所に播種した。一方、薬剤を処理していない鉄コーティング種子を同様
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比較した。播種２０日後に、上記判定基準にしたがって、生育抑制効果を判定した。その
結果を表４に示す。
【００８２】
【表４】

【００８３】
　試験例３～４から明らかなように、本発明の鉄コーティング種子製剤を水田の土壌表面
に播種することで雑草防除が達成された。また、試験した各種雑草と比較して水稲の生育
抑制の程度は顕著に低く、水稲に対する高い安全性が示された。
【産業上の利用可能性】
【００８４】
　本発明の鉄コーティング種子製剤の作製方法および作製された鉄コーティング種子製剤
を用いた雑草防除方法は、水稲栽培で使用可能であり、除草剤散布の省力化を達成すると
ともに、重要雑草を防除し、なおかつ、水稲に対しても薬害を生じないことから、優れた
発明である。

【手続補正書】
【提出日】令和2年6月9日(2020.6.9)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
１）種子に鉄粉を処理する工程、
２）種子に除草性組成物を処理する工程および
３）種子への水分供給と当該水分供給された種子の乾燥を適宜繰り返し行うことにより処
理鉄粉の酸化反応を停止させる工程を含み、
３）の工程の前に、１）および２）の工程を実施し、３）の工程において、得られた除草
性組成物を含有する種子にコーティングされた鉄粉の酸化反応が停止する前に種子処理を
完了させることを特徴とする、鉄コーティング種子製剤の作製方法。
【請求項２】
　工程３）において、種子への水分供給と当該水分供給された種子の乾燥を少なくとも３
日間行う、請求項１に記載の鉄コーティング種子製剤の作製方法。
【請求項３】
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　２）種子に除草性組成物を処理する工程を実施した後に、１）当該種子に鉄粉を処理す
る工程を実施する、請求項１又は２に記載の作製方法。
【請求項４】
　１）種子に鉄粉を処理する工程を実施した後、その鉄粉の酸化反応が停止する前に、
２）当該種子に除草性組成物を処理する工程を実施する、請求項１又は２に記載の作製方
法。
【請求項５】
　１）種子に鉄粉を処理する工程および２）種子に除草性組成物を処理する工程を同時に
実施する、請求項１又は２に記載の作製方法。
【請求項６】
　除草性組成物が、（Ａ１）白化型除草性化合物又はその塩および（Ａ２）アセトラクテ
ート合成酵素阻害型除草性化合物又はその塩からなる群より選択される少なくとも１種の
除草性化合物を有効成分として含む、請求項１乃至５のいずれか１項に記載の作製方法。
【請求項７】
　（Ａ１）白化型除草性化合物が、ピラゾール系除草性化合物又はその塩、トリケトン系
除草性化合物又はその塩および６－クロロ－３－（２－シクロプロピル－６－メチルフェ
ノキシ）ピリダジン－４－イル　モルホリン－４－カルボキシレート又はその塩からなる
群より選択される少なくとも１種である、請求項６に記載の作製方法。
【請求項８】
　（Ａ２）アセトラクテート合成酵素阻害型除草性化合物が、スルホニルウレア系除草性
化合物又はその塩およびピリミジニルサリチル酸系除草性化合物又はその塩からなる群よ
り選択される少なくとも１種である、請求項６に記載の作製方法。
【請求項９】
　（Ａ１）白化型除草性化合物が、ピラゾレート、および６－クロロ－３－（２－シクロ
プロピル－６－メチルフェノキシ）ピリダジン－４－イル　モルホリン－４－カルボキシ
レートからなる群より選択される少なくとも１種である、請求項６又は７に記載の作製方
法。
【請求項１０】
　（Ａ１）白化型除草性化合物が、ピラゾレートである、請求項６、７又は９に記載の作
製方法。
【請求項１１】
　（Ａ２）アセトラクテート合成酵素阻害型除草性化合物が、スルホニルウレア系除草性
化合物である、請求項６又は８に記載の作製方法。
【請求項１２】
　種子に除草性組成物を処理する工程において、種子に除草性組成物を処理することに加
えて、当該種子に殺虫性組成物、殺菌性組成物および植物生長剤からなる群より選択され
る少なくとも１種を処理する、請求項１乃至１１のいずれか一項に記載の作製方法。
【請求項１３】
　種子が水稲種子である、請求項１乃至１２のいずれか一項に記載の作製方法。
【請求項１４】
　請求項１乃至１３のいずれか一項に記載の作製方法で得られる鉄コーティング種子製剤
。
【請求項１５】
　種子が水稲種子である請求項１４に記載の鉄コーティング種子製剤。
【請求項１６】
　請求項１４の鉄コーティング種子製剤を土壌表面に播種することを特徴とする雑草防除
方法。
【請求項１７】
　請求項１５の鉄コーティング種子製剤を水田土壌表面に播種することを特徴とする雑草
防除方法。
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